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く ら し と 産業の健全な 発展のために

当社は安全操業を継続し 、

社会に求めら れる製品を安定的に供給する こ と で、

社会の持続的発展を 支える と いう

重要な役割を 担っ ています。
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■CSRレポート 2 0 2 2 の編集方針

会社が持続的に発展し 、企業価値の向上を 遂げる ために 、企業の社会的責任を 全う し 、ステ ーク ホルダーの皆様と 良好な 関係を 維持し

続ける ための全社的な取り 組みと し て、CSR活動を 行っ ています。

当社のCSR活動を 皆様に広く わかり やすく お伝えし 、ご理解いただける よう 本レ ポート では、以下に留意し て作成し まし た。

• グラ フ 、写真等を 効果的に配置し 、見やすく 読みやすい誌面構成と し まし た。

• 平易な言葉づかいを 用い、業界、行政関係者だけでなく 、一般の読者にも わかり やすい 内容と し まし た。

• 第三者保証によ り 情報の信頼性を 確保し まし た。

■CSRレポート 2 0 2 2 の対象

期間： 2 0 2 1 年4 月1 日から 2 0 2 2 年3 月3 1 日（ 一部こ の前後の期間を 含みます）

範囲： 丸善石油化学㈱の本社（ 東京都）、千葉工場・ 研究所（ 千葉県） およ び四日市工場（ 三重県）における 活動

■第三者保証

　 　 を 付し た定量情報については、独立し た第三者機関である デロ イ ト ト ーマツ サステナビリ ティ (株)によ る 保証を 受けています。
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技術力を活かし 、

企業価値のさ ら なる向上と

カ ーボンニュ ート ラ ルの実現を

目指し ます

代表取締役社長 社長執行役員

Top Message

馬場 稔温

　 2 0 2 2 年4 月に代表取締役社長に就任いたし ま し た。

当社に所属する社員と その家族、さ ら にはステーク ホル

ダーの皆様に対する 重責に身の引き 締まる 思いでおり

ます。

　 当社の企業使命は「 化学技術を基盤と し 、く ら し と 産業

の健全な 発展に貢献する。」こ と で す。現代社会におい

て、石油化学製品はな く て はな ら な い素材で す。そ の

意味で はまさ に当社の製品は、SDGsに代表さ れる 社会

課題の解決に直接的、間接的に貢献し て いま す。安全

ナン バーワン 企業であるこ と 、お客様へ高品質な製品を

安定的に供給するこ と 、そし て付加価値の創造に絶えず

挑戦し て いく こ と が、社会およ びス テ ーク ホルダーに

対する当社の役割であると 思っ ています。

　 2 021 年度を振り 返ると 、新型コ ロナウイ ルス(COVID

-1 9 )感染症の影響から の反動によ り 、国内・ 海外と も に

石油化学製品の需要は回復に向かいまし た。特に当社の

主要商品であり 、様々な産業に必要と さ れる基礎化学品

を 中心に市場は堅調に推移し 、当社も 増収増益を 記録い

たし まし た。また、201 8年度に開始し た現中期経営計画

において 進めて き た大型投資について は、最終年度で

ある20 22年度中に最後の3 件が完成予定で、将来の競争

力強化に向けた布石と なり ます。

　 今後の見通し ですが、ロシアのウク ラ イ ナ侵攻の影響

によるエネルギー価格の上昇や、中国・ 上海のロッ クダウン

に 端を 発し た サプ ラ イ チ ェ ー ン 混乱の長期化な ど、

不透明な 情勢が依然と し て 続いて いま すが、こ う し た

状況は一時的な も ので、いずれア ジ ア の石油化学製品

需要も 回復すると 考えています。また、高機能樹脂をはじ

めと し た機能化学品は、半導体など先端分野の需要拡大

による売上げ増が見込まれますし 、溶剤などの化成品の

需要も 好調です。

　 コ ロ ナ禍後の事業環境の変化はよ り 速さ を 増し てお

り 、好機を逃さ ないよう 、意思決定のスピード を重視し て

いき ます。

　 そし てコ スモエネルギーグループ、コ ンビナート 各社、

お 客様やお 取引先様、地域の皆様そ し て 従業員と の

コ ミ ュ ニケーショ ンを し っ かり と 行い、経営判断のレ ベ

ルを 高めていきます。

　 次期中期経営計画（ 2 0 2 3 年度～）に向けては、当社の

2 基のナフ サク ラ ッ カ ーを さ ら に効率的な も のにし て

競争力を 付けるこ と と 、化成品、機能化学品事業の生産・

販売を 拡張し て いく こ と の2 つのタ ーゲッ ト が中心に

なり ます。

　 収益の主軸と なっ てきた基礎化学品に加えて、こ れから

は当社の技術を 活かし 、高い付加価値が見込める 化成

品、機能化学品事業を 基礎化学品事業と 並ぶも う 一つの

主軸に育て、両輪による経営を目指し ます。

　 基礎化学品分野は収益が市況に左右さ れやすいため、

既存事業に対し 、効率化に資する投資を行い、同時に、化成

品、機能化学品分野で は事業拡大に向けて 経営資源を

集中さ せ、新たな価値の創造に取り 組んでいきます。石油

精製と の連携も 含め、常に未来を見据えて変革し 続ける

会社であり たいと 思っ ています。

　 サステナビリ ティ の観点から は、コ ンビナート や地域

連携を 踏まえたカ ーボン ニュ ート ラ ルへの取り 組みも

重要になり ます。

　 2 0 2 2 年2 月には、国立研究開発法人新エ ネルギー・

産業技術総合開発機構（ NEDO）のグリ ーンイノ ベーショ ン

基金事業（ GI基金）と し て、当社が参画し ている「 ナフ サ

分解炉における アン モニア燃料の実用化事業」と「 廃プ

ラ スチッ ク の直接分解による オレ フ ィ ン 製造(ケミ カ ル

リ サイ ク ル)」の2 つの事業の採択を 発表し まし た。「 アン

モニア燃料の実用化事業」では、当社が排出する 年間約

2 3 0 万ト ンのCO²の主な排出源であるエチレンプラ ント

の燃料を アン モニアに転換する こ と で、CO² 排出を 削減

するこ と を 目標にし ています。も う 一つのプロジェ ク ト

は、廃プラスチッ クから 、エチレンやプロピレンなどの基礎

化学製品の原料を直接製造する技術の確立を目指し ます。

　 こ う し た事業は大き な 投資が必要で ある と と も に、

アンモニアや廃プラスチッ クをどう 手当てするかと いった

課題も あり 、個々の企業だけで解決でき るも のではあり

ません。プロジェ ク ト を 共同で進める住友化学（ 株）様や

三井化学（ 株）様他と の連携はも ち ろ ん、コ ン ビ ナート

全体や地方自治体・ 国と 一体と なっ て取り 組んでいく 必要

があり ます。

　 今後、石油化学製品の需要は、国内では人口減によ り

微減と なる一方で、世界全体でみると 途上国を中心にさ ら

に拡大すると 予測し ています。当社は日本最大の京葉コ

ン ビ ナート に2 基のナフ サク ラ ッ カ ーを 保有し ており 、

こ れまで培っ た技術の蓄積と 、都心に近い有利な立地を

活かし て、引き 続き 競争力のある ク ラ ッ カ ーと し て の

ポジショ ンを確立し ていき たいと 考えています。

　 当社では、多様な人材の登用と 、その能力を最大限発揮

で き る 機会を 提供する こ と で、イ ノ ベーシ ョ ン を 生み

出し 、価値創造につなげていく こ と を目指し ています。

　 社長就任以来、社員と のコ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン を 最も

大切にし ています。当社の魅力の一つは、上下関係なく

話せる風通し の良さ と 部署を 超えて協力する社風です。

コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン が十分に機能する こ と で、多様な

人材を 活かし 、新たな発想が生まれると 考えています。

　 そこ で、前社長時代から 行われてきた「 経営ト ッ プキャ

ラバン」を、引き 続き 実施し ています。こ の活動では、１ 回

に約10名ずつの社員と 直接対話をする機会を設け、私から

メ ッ セージを伝え、社員から 様々な質問や意見、抱えてい

る課題などを直接聞き、意思決定に活かし ています。

　 　

　 当社は若手社員の比率が非常に高く 、彼ら の成長が今

後の会社の飛躍につながり ます。カ ーボンニュ ート ラ ル

に向けて 社会全体が変化し て いき ま す。若手が新たな

課題に挑戦し 成長でき る機会は沢山あり ますし 、技術力

と 経験を 持っ た当社の今を 支えるベテラ ン層にも 、その

知恵と 経験を 若手に引き 継ぎながら 、健康で長く 能力を

発揮し てほし いと 思います。

　 そのために、働き やすい職場を提供し 、業務改革による

生産性向上に取り 組み、ワーク・ ラ イ フ・ バラ ンスを 向上

さ せ、社員がいき いき と 活躍でき る会社にし ていき たい

と 思っ ています。

　 能力を 発揮する ための教育や、環境づく り にも 力を

入れています。当社のナフ サク ラ ッ カ ーは完成から 年月

が経っ ており 、安全・ 安定操業のためにも 、適切な設備保

全がなにより も 重要です。机上の教育はも ちろ んですが、

熟練者と 若手が、現場で 連絡を 取り つつ作業がで き る

タ ブ レ ッ ト 端末やス マ ート グラ ス の導入、ま た高所に

ある設備や大型タ ンクの点検では人手に頼らずにド ローン

を 活用するなど、スマート 保安の新し い技術を 導入する

こ と によ り 、労働災害の低減や熟練者減少への対策を

進めていき ます。

　 当社はコ スモエネルギーグループの基本方針「 ESGの

観点でサステ ナブ ル経営を 推進し 、SDGsの実現に向け

て 貢献し て いく 」に沿っ て 全社でCSR活動を 推進し て

います。安全、環境、品質、コ ンプラ イ アンスの分野ごと に

専門的で充実し た取り 組みを 行っ ており 、そのすべてが

事業を支える重要な取り 組みです。

　 特に安全は製造業の根幹です。現在、高圧ガス装置の

保安に関する スーパー認定取得のプロ ジェ ク ト に取り

組んで おり ま すが、こ こ で 抽出さ れた施策等の実装を

通し て保安力を 向上さ せ、安全を し っ かり と 担保し た上

で、新し い取り 組みにチャ レンジし ていき ます。

　 2050年、またその先へ向けて、持続的に発展を 続ける

ためには、変革に取り 組み続けるこ と が重要です。社会の

変化を 捉え、事業を 絶えず変革し 強化し 続けるレ ジリ エ

ント な会社、社会から の要請に応え共に成長するサステ

ナブルな会社と し て、すべてのステーク ホルダーの皆様

と の信頼関係を 大切にし 、さ ら な る 企業価値の創造に

努力を 重ねて ま いり ま す。今後と も 変わら ぬご 支援を

賜り ますよう 、よろし く お願い申し 上げます。

コ ミ ュ ニケーショ ン と スピ ード を 重視

事業環境の変化と 今後の見通し

カ ーボンニュ ート ラ ルの実現に向けて

2 0 5 0 年カ ーボンネッ ト ゼロの実現に向けて

多様な個を 活かす経営へ

人材の育成と 環境づく り

さ ら なる企業価値の創造を 目指す

ステーク ホルダーの皆様へ
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会社概要

事業場紹介

研究所

千葉工場

四日市工場
千葉県市原市五井南海岸1 番地7 号

千葉県市原市五井南海岸3 番地

三重県四日市市霞一丁目3 番

■商　 　 　 　 　 号 丸善石油化学株式会社

■設　 　 　 　 　 立 1 9 5 9 年1 0 月1 0 日

■資　 　 本　 　 金 1 0 0 億円

■代表取締役社長 馬場 稔温

■事　 業　 内　 容 エチレ ン、プロ ピ レ ン、ベン ゼン等の基礎化学製品、メ チルエチルケト ン 等の溶剤および

ポリ パラ ビ ニルフ ェ ノ ール等の新素材などの製造、加工､販売および輸出入

■主　 要　 株　 主 コ スモエネルギーホールディ ングス(株)、UBEエラ スト マー(株)、デンカ (株)、JNC(株)、

コ スモ松山石油(株)

■従　 業　 員　 数 グループ1 , 1 3 4 名（ 内 丸善石油化学1 , 0 4 1 名）＜2 0 2 2 年3 月3 1 日現在＞

■U R L https: //w w w . chem iw ay. co . jp （ 注）「 Chem iw ay」は1 9 9 0 年に定めた丸善石油化学の企業ブラ ンド 名です。

■売上高、利益の推移

【 売上高推移】 【 経常利益推移】

2 0 17 2 01 8

3 2 0 ,4 6 1

20 19 2 02 0 20 2 1

2 3 9 ,2 7 1

（ 年度） （ 年度）2 0 17 20 1 8 20 19 2 02 0 20 2 1

（ 百万円） （ 百万円）

0

50 ,0 0 0

1 00 ,0 0 0

1 50 ,0 0 0

2 00 ,0 0 0

2 50 ,0 0 0

3 00 ,0 0 0

3 50 ,0 0 0

4 00 ,0 0 0

5 ,0 0 0

10 ,0 0 0

15 ,0 0 0

20 ,0 0 0

25 ,0 0 0

30 ,0 0 0

0

3 5 7 ,0 7 1 3 6 0 ,0 3 4
3 2 5 ,0 5 3

2 6 ,4 1 3

7 ,7 8 3

4 ,8 0 3

1 ,3 7 7

1 6 ,4 5 4

　 研究所は、製造部門と の連携を重視する意味で、千葉工場

に隣接し て設置さ れています。主な業務は、目覚し いスピード

で技術革新が進んでいるエレク ト ロニク ス分野のニーズに

対応する「 半導体レジスト 材料および周辺材料の開発」、保有

原料などを 活用し 、顧客・ 市場ニーズに対応する「 付加価値

を創造し た新製品開発」、社外連携を含めた持続可能な発展

を目指し た「 新規事業・ 技術開発」などであり 、競争力のある

製品開発から 未来を 見据えた事業・ 技術開発まで広く 実施

し ています。

　 千葉工場は、京葉工業地域の市原市五井地区に位置する

石油化学コ ンビ ナート の中核工場です。1 9 6 4 年に操業を

開始し 、現在では2 基のエ チレ ン プ ラ ン ト（ 能力： 4 8 万t／

年、69 万t ／年）を擁し ています。当工場では、基礎化学製品

を 国内外に安定供給すると と も に、エチレ ンやプロピレ ン

などの基礎化学製品や、塗料やイ ンキの原料と なる化成品、

また、半導体製造に用いら れる機能化学品と いっ た、人々の

く ら し に欠かすこ と のできない素材の製造を行っ ています。

　 四日市工場は、三重県四日市臨海地区の霞コ ンビナート

内に位置し 、エチレ ン を 原料と し た酸化エチレ ン およ び

エチレングリ コ ールの製造を主体と する工場と し て1975年

に操業を 開始し まし た。その後、製造能力の増強を 行う と

と も に、酸化エチレン付加体設備を拡充し 、洗剤などに加工

さ れる界面活性剤、セメ ント 用の添加剤など、各種産業用途

の基礎素材を製造し ています。

基礎研究から 応用研究まで幅広く 実施

2 基のエチレ ンプラ ント を擁する国内屈指の工場

西日本エリ アで安定供給を 継続

レジスト 開発強化に加え、未来に向けた開発・ 探索を進めます。

　 研究所では、今後さ ら に成長が見込まれる機能化学品事業分野（ レ ジスト 樹脂

事業）の拡大に向け、開発体制強化・ 環境整備を 進めています。

　 石油化学事業では、限り ある石油資源の有効活用など、環境負荷低減につながる

新製品開発に加え 、2 0 5 0 年カ ーボン ニュ ート ラ ル社会な ど 、持続的な 発展を

目指し た新規事業・ 技術探索にも 注力し ていき ま す。開発する 化学製品およ び

製造プ ロ セスの安全性はも と よ り 、環境、品質に与える 影響を 評価する こ と も

研究開発業務の一環と し て捉え、継続的に取り 組んでいます。

安全第一を基本理念に、リ スク 低減に取り 組みます。

　 四日市工場は、安全第一を 基本理念に、従業員一人ひと り が社会的責任を 理解

し 信頼を高める行動に努めています。さ ら に、様々な災害を想定し 特定し たリ スク

を 低減する未然防止活動や災害想定訓練を 重ねています。また、温室効果ガスの

副生が少ない最新技術を 導入し 、環境品質方針を 基に、継続的改善を 進め、管理

レベルの向上に努めています。

安全、安定操業を 基盤に、環境、品質にも 力を 入れています。

　 千葉工場では、生産活動に伴う 社会的責任を 全う する ため、安全・ 安定操業の

継続を 第一の方針と し て いま す。安全活動で は、リ ス ク ア セ ス メ ン ト・ 緊急時

対応訓練・ 全員参加の小集団活動・ 声掛けによ る 不安全行動抑止活動な ど に

よ り 、事故や災害の芽を 摘む努力を 積み重ねて いま す。環境活動において は、

廃棄物削減や省エ ネルギー推進によ る 地球温暖化抑制に取り 組んで いま す。

また、品質方針を 定め、製品の品質管理レ ベルの向上に努めています。

研究所長

林田 能久

四日市工場長

今西 和弘

執行役員

千葉工場長

大木 健史

従業員数 敷地面積

1 1 5 名 1 8 , 9 6 5 ㎡

従業員数 敷地面積 主要装置

6 8 2 名 7 2 8 , 7 8 8 ㎡

エチレン製造装置、 ブタ ジエン抽出装置、 芳香族抽出装置、 ベンゼン製造装置、
アルコ ールケト ン製造装置、 マルカ リ ンカ ー製造装置、 ポリ パラ ビニルフ ェ ノ ール
製造装置、 水素化装置、 ポリ エチレン製造装置、 ビニルエーテル製造装置

従業員数 敷地面積 主要装置

7 4 名 6 4 , 4 9 0 ㎡ 酸化エチレン製造装置

会
社
概
要
・
事
業
場
紹
介

会
社
概
要
・
事
業
場
紹
介

V O ICE

〜研究所長よ り 〜

V O ICE
〜工場長より 〜

V O ICE

〜工場長よ り 〜

https://www.chemiway.co.jp


コ ーポレート ガバナンスと 内部統制

丸善石油化学の価値創造プロ セス

基礎化学製品

CSRの推進

コ ンビナート を基礎とし た多様な製品の提供

企

業

使

命
の
実

現
へ

丸善コンビナート の中核企業として上流・ 下流の「 連携」強化および

地域「 連携」の推進による競争力強化ならびに当社の強みを活かし

た新規事業への積極展開により次代を担う事業基盤を確立する

2 0 1 8 2ー 0 2 2 年度中期経営計画  全社ビジョ ン

コ スモエネルギーグループ企業行動指針

コ スモエネルギーグループ理念

私たちは、地球と人間と社会の調和と共生を図り、

無限に広がる未来に向けての持続的発展をめざします。

h ttp s://ceh .co sm o -o il .co . j p /co m p any/visio n .h tm l

h ttp s://ceh .co sm o -o il .co .j p /co m p any/g u id e l ine .h tm l

丸善石油化学は、広く 社会に貢献する製品を提供していくことを使命とし 、コスモエネルギーグループの一員として、

グループ全体の中期経営計画のもと、石化事業の牽引役として日常生活に不可欠な

石油化学製品を安定的に供給し 続けるとともに、時代や社会のニーズにマッ チした新たな価値を創造しています。

合成繊維・ 衣類 など

化学技術を基盤とし 、

く らしと 産業の健全な発展に貢献する。

企業使命

社会構造の変化への対応

●少子高齢化の進展

●国内人口減少に伴う 購買力の低下

●新興国の人口増加・ 経済発展

● IT化の加速と DXによる変化

気候変動・ 環境問題への対応

●温室効果ガスの低減

●自然災害への対応

●水質、大気、土壌等の汚染物質の低減

●環境対応製品へのシフト

より 良い労働環境の提供

●労働力人口の減少

●人材と 能力の多様化

●ワーク・ ライフ・ バランスの充実

●健康的な社会生活

タ イヤ・ 工業資材

ペット ボト ル

機能化学製品

意欲と 専門性に富んだ多様な人材

＜人的資本＞

健全な財務体質と 安定し た収益構造

＜財務資本＞

2基のエチレンプラント を擁する

国内唯一の拠点･（ 千葉）

西日本エリアの生産物流拠点（ 四日市）

＜製造資本＞

地域の皆様と の良好な関係

顧客、サプライヤー、協力会社と の信頼関係

＜社会的資本＞

循環型社会の実現に向けた資源の活用

＜自然資本＞

社会課題に向けた研究開発体制

石油化学メ ーカーとし て培った豊かな技術基盤

＜知的資本＞

Creative Va lue

Crea ti ve V a lu e

社会的課題

h ttp s://ceh .co sm o -o il .co .j p /ir/m ed ium te rm /ind ex .h tm l

2 0 1 8 -2 0 2 2 年度

コ スモエネルギーグループ中期経営計画

インク

粘着剤・ 改質材

電子材料（ フォト レジスト など）

※写真は代表的用途

石油化学製品による

快適な生活の実現

地域社会の安全

および活性化

働きやすく

魅力ある職場づく り

環境負荷の低減

コ ンプライ アンス 安全管理
リ スク

マネジメ ント

環境管理

従業員数 1 ,1 3 4 人

（ 2 0 2 2 年3 月3 1 日現在）

資格＊保有数 3 ,9 2 4 件

（ 2 0 2 2 年6 月1 日現在）

＊危険物取扱者、高圧ガス製造保安責任者、ボイラ ー

技士、第一種衛生管理者、第一種作業環境測定士、

公害防止管理者、特別管理産業廃棄物管理責任者

総資産 2 3 0 ,6 4 9 百万円

純資産 1 2 9 ,1 0 6 百万円

（ 第8 4 期 2 0 2 2 年3 月3 1 日現在）

生産能力

第3 エチレン製造装置（ 定修年）

エチレン 4 8 0 ,0 0 0 t/年

プロピレン 2 7 8 ,0 0 0 t/年

第4 エチレン製造装置（ 定修年）

エチレン 6 9 0 ,0 0 0 t/年

プロピレン 4 3 0 ,0 0 0 t/年

その他装置群

生産能力

酸化エチレン製造装置

酸化エチレン/エチレングリコ ール 8 2 ,0 0 0 t/年

水資源投入量 8 6 ,6 1 4 千ｔ

総エネルギー投入量 1 ,1 3 5 千k l（ 原油換算）

（ 2 0 2 1 年度実績）

品質保証

インプット（ 2 0 2 1 年度）

事業領域と アウト プットCSRマネジメ ント ／中期経営計画 アウト カム
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https://ceh.cosmo-oil.co.jp/company/vision.html
https://ceh.cosmo-oil.co.jp/company/guideline.html
https://ceh.cosmo-oil.co.jp/ir/mediumterm/index.html
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概要

環境へ排出さ れる廃プラ スチッ ク の削減や、化石資源を 原料と し て製造するこ と などによ り 排出

さ れる温室効果ガス（ GH G）の削減を 目的に、ポリ オレ フ ィ ン系廃プラ スチッ ク から、エチレ ン や

プロピレンなどの基礎化学製品の原料を 高効率で直接製造する技術の確率を目指す。

実証期間 2 0 2 1 年度から 2 0 3 0 年度までの1 0 年間

コ ンソ ーシアム 住友化学（ 株）、当社

丸善石油化学の役割

住友化学（ 株）と 共同実施先で ある 室蘭工業大学が取り 組むケミ カ ルリ サイ ク ル技術によ っ て

得ら れたエチレ ン やプロピ レ ンなどの基礎化学製品の原料の分離・ 精製に関する検討や副生油の

品質確認を 行い、ナフ サク ラ ッ カ ーで原料と し ての利用を検討する。

事業イ メ ージ

丸善石油化学のカ ーボンネッ ト ゼロへの大き な取り 組みと し て、国立研究開発法人新エネルギー・ 産業

技術総合開発機構（ N EDO)グリ ーン イ ノ ベーショ ン 基金事業（ GI基金）＊について、以下2 件の案件が

採択さ れ、2 0 2 2 年2 月に公表いたし まし た。

舟橋 • 昨年度末よ り 2つの実証事業に取り 組んでいま

す。こ れは国際研究開発法人新エネルギー・ 産業技術総合

開発機構（ 以下「 NEDO」）が公募し た「 グリ ーン イ ノ ベー

ショ ン 基金事業/CO 2等を 用いたプラ スチッ ク 原料製造

技術開発」に応募し 、採択さ れたも のです。一つは「 ナフ サ

分解炉の高度化技術の開発」で、従来メ タ ン を 主成分と

し ていた分解炉の燃料を アンモニアに転換するこ と で、

CO 2排出量を 削減する事業、も う 一つは「 廃プラ・ 廃ゴム

から の化学品製造技術の開発」で、廃プラ スチッ ク を直接

分解し てエチレ ン やプロ ピ レ ン などの基礎化学製品の

原料を高効率で製造する技術の確立を目指し ます。

　 丸善石油化学では千葉工場と 四日市工場で年間約2 30

万ト ンのCO 2を 排出し ていますが、そのう ちの8～9割近

く がエチレンプラ ント の分解炉から 発生し ています。

　 ア ン モ ニア には燃焼時にCO 2を 排出し な いと いう 特

性があるため、分解炉で使用する燃料の一部を アンモニ

アに置き 換えれば、その分だけCO 2排出量を 削減でき ま

す。こ の取り 組みが実現すれば、丸善石油化学が排出する

CO 2を 大き く 削減するこ と ができ るこ と から 、会社と し

て取り 組むべき 最優先、最重要課題の一つと し てチャ レ

ンジするこ と と し まし た。最終的な目標はアンモニアの

専焼を 実現し て、分解炉から のCO 2排出量を ゼロにする

こ と です。こ の取り 組みには、同じ エ チレ ン プ ラ ン ト を

持つ三井化学（ 株）様、バーナを 開発する双日マシナリ ー

（ 株）様、分解炉の設計を 受け持つ東洋エンジニアリ ング

（ 株）様と 4社のコ ンソ ーシアムでグリ ーンイ ノ ベーショ

ン基金（ 以下、GI基金）に応募し まし た。

　 廃プラ スチッ ク のリ サイ ク ルは、プラ スチッ ク を 原料

に、触媒を 用いて分解し てエチレ ンやプロピレ ンなどの

オレ フ ィ ン系炭化水素ガス（ オレ フ ィ ンガス）に変え、そ

こ から エチレンなどの製品を作ると いう も のです。現在、

　 丸善石油化学は千葉の同エリ アに2 基のエチレンプレラ ント を運営し ており 、エチレン分解炉の脱炭素化に向けた取り

組みは重要なテーマと 認識し ており ます。本事業を 通し て二酸化炭素排出量の削減を 図り 、将来的には二酸化炭素フ リ ー

のプラ ント 技術および石化製品の供給を 目指すこ と で、取引先を 含めたサプラ イ チェ ーン全体のカ ーボンニュ ート ラ ル

に取り 組んでいき ます。

日本で年間に捨てら れているプラ スチッ ク ごみは約90 0

万ト ン と さ れています。一方で、国内のエチレ ン 生産は

年間60 0万ト ン強です。プラ スチッ ク ごみを 何ら かの形

でリ サイ ク ルでき れば、ごみの焼却によ り 発生するCO 2

の削減に寄与できるだけでなく 、化石資源の使用量削減に

も つながり ます。こ ち ら は住友化学（ 株）様と 2 社でコ ン

ソ ーシアムを 作り 、室蘭工業大学様に共同実施者と し て

参画い た だ く 形で GI 基金へ応募し ま し た。室蘭工業

大学様と 住友化学（ 株）様が新し い触媒を 開発し 、住友

化学（ 株）様がその触媒を 使っ て廃プラ スチッ ク を オレ

フ ィ ンガスに分解すると こ ろ までを 担当し 、当社が最終

的にエチレンやプロピレンなどの基礎化学製品の原料に

すると いう 体制です。

　 いずれも 203 0年の実装を 目指し て、検討を 進めてい

ると こ ろです。

取締役 執行役員 経営企画部・ 技術部・ 研究所・

千葉工場・ 四日市工場 担当舟橋 克之

特
集
：
座
談
会

特
集
：
座
談
会

＊グリ ーンイ ノ ベーショ ン基金：

日本政府が掲げる「 2050年までに温室効果ガスの排出を全体と し てゼロにする」と いう 目標達成に向けて、エネルギー・ 産業部門の構造転換や大胆な投資による

イ ノ ベーショ ンの大幅な加速を 目指すこ と を 目的に官民で野心的かつ具体的な目標を共有し た上で、こ れに経営課題と し て取り 組む企業等に対し て、10年間、

研究開発・ 実証から 社会実装までを継続し て支援するも の。

カ ーボンネッ ト ゼロへ向けて
２ つの実証事業がスタ ート

特集 : 座談会

最優先かつ最重要課題へのチャ レ ンジ

概要

ナフ サ分解炉において、従来メ タ ン を 主成分と し て いた燃料を アン モニア に転換する こ と で、

燃焼時に発生する CO 2を限り なく ゼロにするこ と を 目標と し 、最終年度にはアンモニア専焼商業

炉での実証を完了し 、社会実装し ていく こ と を目指す。

プラ ント の運転や建設、機器製作を 通し てエチレ ンプラ ン ト の知見や技術力を 有し ている4 社が

バーナの開発およ び製作、試験炉と 付帯設備の設計およ び建設、実証炉と 付帯設備の設計およ び

建設、試験炉の運転、実証炉の操業等を 実施し て、一丸と なっ て取り 組むこ と で、石油化学業界全

体のCO 2削減に貢献し ていく 。

実証期間 2 0 2 1 年度から 2 0 3 0 年度までの1 0 年間

コ ンソ ーシアム
三井化学（ 株）、東洋エンジニアリ ング（ 株）、

双日マシナリ ー（ 株）、当社

丸善石油化学の役割 官庁許認可検討および実証炉の操業

プラ

製品
選別

水素

粗オレフィ ンガス副生油

水素

選別品 熱分解 接触分解

選別残渣 油化 クラッカー 精製

燃料 燃料
オレフィ ン

＆
ポリ マー

ガス化

エタノ ール ETO ※

メ タノ ール M TO ※

廃プラを

含むゴミ

赤で示した箇所: 本事業での検討技術

1 ナフ サ分解炉の高度化技術の開発 （ アンモニア燃料のナフ サ分解炉実用化）

2 廃プラ・ 廃ゴムから の化学品製造技術の開発 （ 廃プラ スチッ ク を原料と するケミ カ ルリ サイ ク ル技術の開発)

※ETO（ Ethano l to Olef in） : エタ ノ ールから エチレ ンなどのオレフ ィ ンを製造する技術

※M TO（ M ethanol to Olef in） : メ タ ノ ールから エチレンなどのオレフ ィ ンを製造する技術
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市島 • アン モニア燃料実用化に向けた実証事業を 選択

し た理由を教えてく ださ い。

舟橋 • 燃焼時にCO2を排出し ない燃料と し て水素と アン

モニアが注目さ れています。こ れら ク リ ーン燃料は再生

可能エネルギーが多く 賦存すると 考えら れている中東や

オースト ラ リ ア等の地域で製造さ れ、日本まで運ばれる

こ と が想定さ れています。水素の輸送には大き なコ スト

がかかり ますが、アンモニアは運搬、貯蔵技術が確立さ れ

ていますし 、安価に運ぶこ と ができ るため実現の可能性

が高いと 考えています。今後の技術開発次第で水素と ア

ンモニアのどちら が主流になるのかはわかり ませんが、

選択肢を確保し ておく と いう 意味も 含めてチャ レンジし

ています。

市島 • 削減できるCO 2量はどれく ら いなのですか？

舟橋 • 今回の事業では、分解炉一基分、1年間継続し て専

焼し た場合はCO 2発生量で約1 1万ト ンの削減を203 0年

までに実証し たいと 考えています。

平林 • アンモニアは燃焼時にはCO 2を 排出し ませんが、

生産時にCO 2が排出さ れる ので、ト ータ ルバラ ン スでは

カ ーボンニュ ート ラ ルに寄与し ないと いう 記事を読んだ

こ と があり ます。

舟橋 • それについては、グリ ーン アン モニアと ブ ルー

ア ン モ ニ ア の違いを 知っ て いただく 必要があり ま す。

アンモニアは、天然ガスなどに含まれるメ タ ン（ CH4）か

ら 炭素（ Ｃ ）と 水素（ Ｈ ）を 分離し 、その水素と 窒素（ Ｎ ）を

合成する方法で商業生産さ れていますが、分離の過程で

CO 2ができ てし まいます。

　 ブルーアンモニアと は、メ タ ンから アンモニアを 作る

際に出る 高濃度のCO 2を 回収し 地中に埋め戻すこ と で、

生産過程でCO 2を 大気中に放出し ないアンモニアのこ と

です。そのよう にし て作ら れたブルーアンモニアを 日本

まで運んで利用する こ と が、まずは2 030 年に向けた現

実的な解決策ではないかと 考えています。

　 グリ ーンアンモニアと は、製造の過程で太陽光や風力

などの再生可能エネルギーから 生まれた電気を使っ て作

ら れるアンモニアのこ と で、生産から 燃焼に至る過程で

一切CO2を 排出し ません。日本では太陽光や風力発電を

実施でき る場所が限ら れているため、現時点では再生可

能エネルギーをアンモニア製造に使用するこ と はほぼ不

可能に近いのですが、技術が進歩すれば日本でも グリ ー

ンアンモニアを入手でき るよう になるかも し れません。

市島 • 他の企業も 同様の取り 組みを 行う と アン モニア

の需要が高まると 思いますが、安定的に手配でき るので

し ょ う か？

舟橋 • 実はアン モニアは主に肥料の原料と し て消費さ

れて おり 燃料用途と し て はま っ たく 足り ま せん。その

ため、国が支援し て、海外でブルーアンモニアを 製造し 、

日本へ輸送する事業化プロジェ ク ト などが進めら れてい

ます。カ ーボンニュ ート ラ ルが世界的に進む中で、様々な

需要と 供給のバラ ンスによっ てサプラ イ チェ ーンができ

ると いう 想定のも と にプロジェ ク ト を進めています。

安孫子 • アン モニアを 燃やすと 毒性ガスである 窒素酸

化物（ NOx）が出ま す。環境対策と し てNOx低減のため

に、どのよう な技術的アプローチを するのか教えてく だ

さ い。

舟橋 • アンモニアは分子の中にNが入っ ていますので、

燃やすと 酸素（ O）と 反応し NOxができ てし まいます。そ

こ で今回のキーポイ ント の一つは、いかにNOxの生成を

抑えるかと いう こ と になり ます。NOxを 除去する方法の

一つに、酸化チタ ンを 使っ た還元反応で窒素に戻すと い

う 脱硝技術があり ます。国の基準でNOxの排出基準は出

口濃度で100 ppm と 決めら れて いる ため、ア ン モ ニ ア

を 燃やし たと き に出るNOx濃度を 低く 抑え、脱硝技術で

100ppm に収めるこ と ができ ればよいのですが、こ れが

非常に難し い。通常ア ン モ ニ ア を 燃やすと 数千ppm の

NOxが出ます。酸素が薄い状態で燃やせば濃度は下がり

ますが炎が安定し なく なるので、燃焼時の様々な工夫に

よるNOx低減が課題です。

松原 • アンモニア燃料化によっ て、現在燃料と し て使用

し ているメ タ ンは余剰と なり ます。燃料と し て販売さ れ

るのであれば、ト ータ ルのCO 2排出量は変わら ないと 思

います。

舟橋 • こ れも 大事な問題です。現在は、2030年に向けて

１ 炉だけ考えていますが、1炉分と いう と メ タ ンで年間４

～５ 万ト ン程度になり ます。その数量であれば、別のものに

変換すると いう より は、ボイ ラ ーで使う こ と を 考えてい

ます。今はボイ ラ ーで液体燃料を燃やし ていますが、こ ち

ら を 何か別のも のにグレ ード アッ プするこ と を2030年

に向けて研究し ていると こ ろです。

　 その先、2050年に向けてすべての炉で実施し よう と する

と 80万ト ン く ら いのメ タ ンを 処理し なく てはなら なく

なるので、さ すがにボイ ラ ーの燃料を 変えるだけでは済

まなく なり ます。GTL（ 天然ガスを一酸化炭素と 水素に分

解後、分子構造を組み替えて液体燃料などを作る技術）と

いう 既存の技術でメ タ ンをガソ リ ンやナフ サにするこ と

も 可能なので、そのよう な技術を 導入し て原料に戻すこ

と も できると 思います。

松原 • コ スト 面が気になり ます。こ れまで自家燃料でま

かなっ ていたも のを 購入するこ と になり ますし 、アンモ

ニアを受け入れるためのタ ンク や桟橋などの設備も 必要

になり ます。取り 組むメ リ ッ ト はあるのでし ょ う か？

舟橋 • CO2を出し ながら 石油化学製品を作るこ と が今後

は許さ れなく なる。そんな時代が間近に迫っ ています。ア

ンモニアになるのか水素になるのかはわかり ませんが、

カ ーボンゼロに向けた取り 組みのためには、お金も 人も

かけなく てはなり ません。コ スト が膨ら む部分は製品に

転化し て、最終的には消費者に負担いただく し かあり ま

せんし 、消費者も それを 受け入れるこ と が普通になる時

代が必ず来る と 思います。それが20 30 年に実現する の

か2050年なるのかはわかり ませんが、社会が成熟し てい

く 過程において補助金を活用し ながら 未来に向けた取り

組みを進めていく こ と が企業の使命だと 考えています。

　 また、今回は１ 炉分ですから 、当社単独でアンモニアを

船で受け入れるこ と になると 思いますが、すべての分解

炉をアンモニアに切り 替えるためには、個社ではなく 、京

葉コ ンビナート 全体で取り 組んでいかなければなり ませ

ん。その結果と し て配管で受けら れるよう になるのでは

ないかと 期待し ています。また電力や鉄鋼などの業界の

動向も にら みながら 最適化を図っ ていく 必要があり ます。

菊池 • 実用化時期を2 030 年と し ていますが、検証がう

まく いけば対象と する分解炉を増やし ていく 予定でし ょ

う か？

舟橋 • GI基金では、アンモニア専焼に向けた技術開発を

し ていますが、現在使っ ている分解炉を 少し 改造するだ

けで既存の燃料と 混焼する技術ができ れば、コ スト を 抑

えながら アンモニア使用分だけのCO 2を 削減でき ますの

で、是非ト ラ イ し たいと 考えています。2030 年以降いき

なり アン モニア対応の分解炉に更新する と いう こ と で

はなく 、今の分解炉で混焼できるよう にバーナを変えたり 、

NOx除去のシステムを 付けたり 、取り 組みやすい対策か

ら 始めたいと 考えています。
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2 01 1 年入社　 コ スモエネルギーグルー

プ・ カ ーボン ネッ ト ゼロ 宣言な ら びに

GI基金への参加に伴い、2 02 2年4月に新

設さ れた本社・ 技術部・ カ ーボン ニュ ー

ト ラ ル 推 進 グ ル ー プ に て、GI 基 金 の

実証事業の検討に直接従事。

2 0 1 3 年入社　 千葉工場・ 製造二部・ ポ

リ エ チ レ ン 製造課、技術ス タ ッ フ と し

て従事。安全で安定的な装置稼働、製品

の品質保持、操業コ スト の最小化、省エ

ネルギーなど に係る 設備改造検討や操

業管理を 実施。

2 0 1 5 年入社　 千葉工場・ 生産管理部・

生 産 管 理 課 に 所 属。生 産 管 理 チ ー ム

リ ーダ ーと し て、営業部門と 製造部門

と のパイ プ役であり 、生産活動における

工場の司令塔と し ての役割を 果たす。

2 0 1 5 年入社　 千葉工場・ 安全環境部・

環境管理課にて、ISOマネジメ ン ト シス

テ ム事務局、PRTR・ フ ロ ン 排出抑制法・

地球温暖化防止推進法・ 緑化協定等に従

事。CSR活動においては、環境対策につ

いて千葉工場の中心的役割を 任う 。

2 01 5年入社　 千葉工場・ 設備管理部、設備

企画課に従事。防消火設備、水素化石油・ 樹

脂製造装置、プロ ピ レ ン 精留塔などの大型

投資工事のアシスタ ント プロジェ ク ト マネ

ジャ ーを経験。プラ ント の安全・ 安定運転の

維持に欠かせない装置の更新や新設におけ

る工事工程、品質の管理などを担当。

2 0 1 6 年入社　 本社・ 原料部にて原料ナ

フ サおよ びブ タ ン の調達に従事。中東

を はじ めと する 海外地域から 、価格、物

流、在庫を に ら みな がら 戦略的な 購買

活動を 実施。

アンモニア燃料の導入

菊池 翔

安孫子 拓郎

市島 元輝

岩本 美咲

平林 萌絵

松原 僚介

1
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安孫子 • 廃プラ スチッ ク のリ サイ ク ルは、社会的なニー

ズも 高まっ ていますが、当社が選択するに至っ た背景と

目標をお聞かせく ださ い。

舟橋 • 廃プラ スチッ ク や廃ゴムを リ サイ ク ルし た製品

への需要は高く 、エコ フ レ ンド リ ーな商品を 値段が高く

ても 買いたいと いう お客様も 確実に増えています。廃プ

ラ スチッ ク を 再利用でき れば、その分は新たな化石燃料

を 使う 必要も あり ませんから 、お客様のニーズに応える

こ と ができ ます。ただし 、廃プ ラ スチッ ク を 全量リ サイ

ク ルするこ と は難し く 、また廃プラ スチッ ク から のオレ

フ ィ ン収率も 鑑みますと 、国内で生産さ れるオレ フ ィ ン

すべてを廃プラ から 製造するこ と はできません。

安孫子 • 原料と なる廃棄物は、どのよう な形で受け入れ

るのでし ょ う か？

舟橋 • 室蘭工業大学で研究さ れている触媒は、不純物の

比較的少ないポリ オレフ ィ ンを原料と し て想定し ていま

す。ご存じ のよう に、廃プラ スチッ ク にはポリ オレフ ィ ン

以外の夾雑物が混じ っ ていますが、今回は事前にある程度

分別さ れたごみで実施するこ と を想定し ています。それを

オレフ ィ ンまで分解し て再利用するこ と が目標です。

松原 • 油化（ 熱分解）ではなく 、触媒での分解を選んだ理

由を教えてく ださ い。

舟橋 • 油にし て、も う 一度エチレンプラ ント に入れる場

合、分解炉を通すこ と になり ます。分解炉は大量のエネル

ギーを 使う ため、分解炉を 通さ ずオレ フ ィ ンに分解し た

ほう がエネルギー消費量を少なく できるこ と が第一の理

由です。油化の場合と 比較し て、計算上、CO 2の排出量が

少なく なり ます。

　 触媒で分解し てガスにするこ と で触媒への負担がかか

るため、安定的に製造するためには、劣化に強い触媒の開

発が重要なポイ ント です。

岩本 • こ の取り 組みで、どれく ら いの温室効果ガスを削

減でき るのでし ょ う か？

舟橋 • 今のエチレ ンプラ ント では、エチレンと プロピレ

ン1ト ンあたり 約1 . 6ト ンのCO 2が出ていますが、約半分

舟橋 • こ こ ま で 会社の取り

組みについて話し てき まし た

が、将来に向けて 自分たち が

なすべき 役割を どのよ う に考

え て いる か、皆さ んの意見を

聞かせてく ださ い。

松原 • 正直なと こ ろ 、こ れまで環境意識が高かっ たと

はいえ ま せんが、自分の周り を 見渡すと テ ィ ーン エ イ

ジャ ーには環境意識の高い人が多く 、本気で危機意識を

持っ ているこ と が伝わっ てき ます。彼ら が社会の中心を

形作る20年後には、たと え値段が高く ても 、よ り 環境に

配慮し た製品が求めら れる時代が来ると 感じ ています。

　 わたし は原料部で原料の調達を 行っ ていますが、環境

と いう 新たなフ ァ ク タ ーが入っ てき たこ と によっ て使用

する原料が変わる可能性があり ます。でき る製品が同じ

だと し ても 、そこ に至る過程がこ れから は大き く 変わる

かも し れません。規模の大き な最新のプラ ント があれば

勝てるわけではなく 、どのよう な原料を 調達するのかで

競争力が大き く 左右さ れる 可能性も ある。そのよ う な

意味で、環境保護に向けた取り 組みはチャ ンスに変わる

のではないかと 期待し ています。

市島 • 生産管理課で仕事を し ている自分の立場から は、

より 良い製品を 社会に届けるためには、装置を 安定的に

稼働さ せ、製品を 安定的

に供給する こ と が最重

要課題になり ます。それ

ら を 確保し た上で、生産

工程で 出る ロ ス を 限り

な く ゼロ に近づける な

ど 環境に配慮し たプロセスを 作れるよう に、こ れから も

熱意を持っ て仕事に取り 組んでいきたいと 思っ ています。

安孫子 • 採用活動で学生さ んと 話をする機会があるので

すが、環境対策についての計画を 質問さ れるこ と が増え

まし た。若い世代が環境問題を 重視し ているこ と は確か

だと 思います。わたし 自身はずっ と 製造に携わり 、守るべ

き 基準を守ると いっ た社会的責任は果たし てきたと 自負

し ていますが、世の中がわれわれに求めるこ と は時代と

と も に変わっ ていく でし ょ う から 、自分の子ども や次の

世代の人たちに対し て責任ある行動を と り 、自信を 持っ

て自分の仕事を説明できるよう になり たいです。

平林 • 設備関係の仕事を し て いま す。最近、高層純木

造耐火建築物に関する 記事を

読んで から 、環境負荷の低減

に興味がわき ま し た。千葉工

場の本館事務所を 建て替える

時期が来たら 、そんな 新し い

技術も 使えると いいなと 考え

の0 . 8 ト ン程度になると 見込んでいます。

岩本 • 原料に対し て、どれく ら いの量の製品ができ るの

ですか？

舟橋 • 今回の方法では6 ～8割程度がオレ フ ィ ンになり

ます。油化・ 熱分解と 比較すると 、オレ フ ィ ン収率が高い

点が有利だと 考えています。また、油化・ 熱分解の場合は

エチレ ン、プロピ レ ンができ る割合はほぼ決まっ ていま

すが、触媒分解ではある程度コ ント ロールするこ と が可

能です。

　 また製品の他に廃プラスチッ クに含まれる夾雑物につい

ても、プロセス内で回収するよう な環境対策を行います。

平林 • 廃プラ スチッ ク の受け入れ、実証装置の規模につ

いて教えてく ださ い。

舟橋 • 実証事業は、数千～数万ト ンのオレ フ ィ ンガス製

造を想定し ています。原料と なる廃プラ スチッ ク の調達・

分別は検討中です。

市島 • ナフ サ由来と 廃プラ スチッ ク 由来では製造コ ス

ト も 違う と 思いますが、どのよう にお考えですか？

舟橋 • 廃プラ スチッ ク 由来の製造コ スト は当然高く な

り ますので、こ れを 製品の販売価格へ転嫁し ないと 成り

立たないスキームです。環境対策のコ スト アッ プを 世の

中が受け入れてく れるこ と も 前提にし ています。その中

で、CO 2削減のコ スト 負担を1円でも 減ら すこ と ができ れ

ば会社に利益が残り ま すから 、その可能性を 探る のも

今回の取り 組みです。

菊池 • 廃プラ スチッ ク 由来のオレ フ ィ ンである こ と を

保証し た上で製造コ スト を販売価格に転嫁する仕組みが

消費者から 求めら れると 思いますが、消費者が環境対応

商品を選択するための仕組みはあり ますか？

舟橋 • リ サイ ク ルやク リ ーン エネルギーによ る 商品で

あるこ と を保証する何ら かの認証の仕組みを政府でも 考

えています。カ ーボンフ ッ ト プリ ント（ 製品のラ イ フ サイ

ク ルを通じ たCO2の排出量を数値化し たも の）の認証シス

テムなどができ てく るこ と で、ますます環境に配慮する

消費活動は活発になるはずです。

ています。今後、新し い装置の建設にあたっ ては、カ ーボン

ニュ ート ラ ル技術に強く 興味を 持っ て、意欲的に取り

組みたいと 思います。

岩本 • わたし は環境管理課で、環境管理意識向上のため

の情報発信を 各部署に向けて行っ ていますが、なかなか

理解を 得ら れずに苦労する と

き も あり ま す。安全や効率化

はも ち ろ ん大切で すが、こ れ

から の時代はそ れだ け で は

お 客様や地域社会に 対する

責任を 果たせま せん。安全や

効率と 同じ レ ベルで環境についての意識が高まる よ う

に、こ れから も 情報発信をし ていきたいと 思っ ています。

菊池 • わたし たち が生産し ている 基礎化学製品は生活

の上で欠かせないも のですし 、そのこ と は今後も 変わら

ないと 思っ ています。原料を安定的に確保し て、製品を安

定供給するこ と は、当社の社会的使命ですから 、それら を

踏まえた上で、事業を 通じ てCO2削減に貢献し ていき た

いと 思います。わたし は技術部のカ ーボンニュ ート ラ ル

推進グループでGI基金の取り 組みに直接関わり 、分解炉

にアンモニアを 使っ た技術や、分解し た廃プラ スチッ ク

から エチレ ンを 作る技術開発に携わっ ていますが、こ れ

ま で 世の中にな かっ たも のを 作る 楽し さ があり ま す。

また、他社と 共同で研究を行う こ と で刺激も 受けますし 、

日々勉強になり 、と ても やり がいを感じ ています。

舟橋 • あり がと う ございます。

　 石油化学製品は、副産物を含めた製品チェ ーンが非常に

長く 、またコ ンビナート と いう 非常に効率的なメ カニズム

で 成り 立っ て いま すので、エ チレ ン プ ラ ン ト は今後も

長く 続いていく と 思います。今の仕組みを 守り ながら 、

どう やっ てCO 2を削減するかが当面の重要課題です。

　 そし て状況は常に変化し ていき ますから 、変化に対応

できる技術を持っ ているこ と が必要になり ます。その中で

今回の取り 組みは非常に意味のある も のだと 思っ て

います。

　 その時々で状況を見極めながら 、皆さ んと 最善な選択を

し ていきたいと 思っ ています。

特
集
：
座
談
会

特
集
：
座
談
会

廃プラ スチッ ク リ サイ ク ル カ ーボンネッ ト ゼロを 実現するために2

※実際のディ スカ ッ ショ ンは、新型コ ロナウイルス感染症対策を充分に行っ

て実施し まし た。



17 CSR レポート  2022 CSR レポート  2022 18

　 企業使命は、当社が良き 社会の一員と し て存在、活動する 究極の目的であり 、常に追い求める べき 姿です。その実現に

向け、4 つの経営方針を 定めています。

　 当社を 取り 巻く ス テ ーク ホルダーそれぞれに対する

誓いと し て策定し た10 の行動基準です。当社が社会的責

任を 果たし 継続的に成長する ため、一人ひと り がCC1 0に

沿っ て活動するこ と を徹底し ています。

企業使命・ 経営方針

行動基準［ CC1 0： Chem iw a y Co m m itm en t1 0 ］ 私たちは、高品質な製品を 安定供給し

ます。

私たちは、付加価値の創造に絶えず挑

戦します。

私たちは、技術と 知識の向上に日々努

力します。

私たちは、お互いの個性・ 価値観・ 人権

を尊重します。

私たちは、無事故・ 無災害操業を継続し、

地域の皆様の安全と健康を守ります。

私たちは、地域の皆様と 積極的に対話

し 、その声には真摯に耳を傾けます。

私たちは、地域の皆様のより 良い生活

環境づくりに貢献します。  

私たちは、地球環境への影響を 可能な

限り低減します。

私たちは、適正な 情報をタ イ ムリ ーに

開示し ます。

私たちは、法令を 遵守し 、誠実で 正直

に行動します。

お客様への誓い

すべて のステ ーク ホルダ ーへの誓い

仲間への誓い

地域の皆様への誓い

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

＊は日本化学工業協会レスポンシブ ル・ ケアコ ード

CSR委員会

CSR推進体制図

• 倫理／人権

• コンプライアンス

• 社会と の対話＊

• （ 労働安全）衛生＊

• その他 

• リスク抽出・ 評価

• 特定重要リ スクの選定

• 他委員会に属さ ない

　 リスク

リスクマネジメ ント 委員会コンプライアンス委員会

 CA1 活動（ 小集団活動）  CA1 活動（ 小集団活動）

CSR小委員会
千葉工場・ 研究所

CSR小委員会
四日市工場

• 保安防災＊

• 物流安全＊

• 労働安全（ 衛生）＊

• 品質保証

• 品質管理

• 化学品・ 製品安全＊

• 環境保全＊

• 地球温暖化防止

• 省エネルギー 

安全管理委員会 環境管理委員会 品質保証委員会

株　 主　 総　 会

取締役会

代表取締役

CSR委員会

事務局

（ 環境保安部）

監査役監査

内部監査

選定・ 監督

会計監査

選任

選任

監査役監査 監査報告

選任

内部監査部

会計監査人監査役（ 監査役会）

●監査役、内部監査部、会計監査人は相互に連携し 監査を実施（ 三様監査）

経営執行会議

執行部門

コ ーポレート ガバナンス・ 内部統制システム図

（ CSR統括部）

コ ンプラ イ アンス委員会
（ 事務局：総務部）

リ スク マネジメ ント 委員会
（ 事務局：CSR統括部）

安全管理委員会
（ 事務局：環境保安部）

環境管理委員会
（ 事務局：環境保安部）

品質保証委員会
（ 事務局：品質保証部）

　 CSR活動の推進状況の確認と 効果の検証および重要事項の審議・ 承認を 行う 機関と し て、社長を委員長と するCSR委員

会を設置し ています。CSR委員会のも と には、内部統制の強化と 活動の効率的な推進のため、「 安全管理」「 環境管理」「 品質

保証」「 コ ンプラ イ アンス」「 リ スク マネジメ ント 」の5 つの専門委員会を 設け、それぞれ基本方針、活動計画のも と 、具体的

な施策を実行し ています。また、コ スモエネルギーグループの一員と し てESGの観点でのサステナブル経営の推進、SDGs

実現に向けた活動に連携、協力し ています。

CSRの推進体制

　 当社は、取締役会、監査役会、会計監査人を 設置し ており 、取締役会は、法令、定款、社内規程に則し て重要事項を 決定

する と と も に、取締役の職務の執行を 監督し ま す。ま た、業務執行機関と し て 経営執行会議を 設け、経営戦略の策定、

経営資源の配分、組織の整備等を 行い、迅速・ 果断な意思決定を 促すこ と で経営の実効性を 高めています。

　 職務を適正かつ効率的に遂行するため、「 内部統制システム構築の基本方針」に基づき、社内規程や職務執行に係る手続き

や、内部監査部およ び監査役等による 監査に関する体制について整備・ 運用し ています。CSR活動の計画、実績に関する

審議、報告は、社長を委員長と するCSR委員会において実施し 、PDCAサイ ク ルのチェ ッ ク 機能を働かせています。

　 組織的または個人的な法令違反行為・ 不正行為・ 行動基準（ CC1 0 ）に反する行為の早期発見と 是正のため、社内窓口、

コ スモエネルギーグループ 共通窓口、社外弁護士事務所、ハラ スメ ン ト 相談窓口の４ つの窓口を 設置し ています。当社

グループの役職員に限ら ず、取引事業者など当社グループの事業活動に関与するあら ゆる方面から の相談・ 通報を受け付

けています。一方で、自ら の不正に対する 自主的な通報に対し て、懲戒処分を 減免する こ と ができ る 仕組みを 導入し て

います。また、2022年６ 月の法改正に基づき、守秘義務のある「 従事者」を定めるなど通報者の保護の強化を図っ ています。

こ れら については、研修やポスタ ー等により 定期的に制度の意義や正し い利用方法の説明、周知を行っ ています。

　 なお、2 021年度の通報件数は０ 件でし た。

コ ーポレ ート ガバナン ス体制

内部統制

内部通報制度

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

C 

S 

R
の
推
進

化学技術を 基盤と し 、

く ら し と 産業の健全な 発展に貢献する 。

適正かつ安定的な 利益を 追求する 。

安全ナン バーワン 企業を 目指す。

顧客に信頼さ れる 価値を 創造する 。

未来を 見据え て 変革し 続ける 。

企 業 使 命 経 営 方 針

　 会社の持続的な 発展と 、すべて のス テ ーク ホルダ ーと の良好な 関係維持のた め、経営方針およ び行動基準

（ CC1 0 ）のも と 、グループ会社を 含めたCSR活動を 推進し ています。また活動には、化学物質の全ラ イ フ サイ ク ル

にわたる 自主管理活動である 日本化学工業協会のレ スポン シブル・ ケアの理念を 包含し ています。

　 企業使命、行動基準を 軸に、経営の透明性・ 客観性を 保ち つつ適切・ 迅速な意思決定を 行う ため、コ ーポレ ート ガバナ

ン ス体制を構築し ています。ステーク ホルダーへの説明責任を充実さ せ、社内外から の理解と 信頼が継続し て得ら れ

るよう 努めています。

CSRの推進 コ ーポレート ガバナンス



活動方針 成果目標 重点施策
実行度
評価

総合評価 関連ページ

安全ナン バーワン 企業を目指す

休業災害０ 件、重大事故０ 件の達成

※CCPS評価（ 石化協カスタ マイズ版）火災・ 爆発被害： １ 億円以上
保安防災・ 労働安全

安全文化を高める活動の推進　 ○

休業災害０ 件

重大事故０ 件
〇

保安に関する危険源の低減　 　 ○

人材育成の徹底 ○

社内外の知見の活用　 ○

重大事故０ 件の達成

※CCPS評価（ 石化協カスタ マイズ版）火災・ 爆発被害： １ 億円以上
物流安全 物流安全管理の強化 ○ 重大事故０ 件 〇

環境基準（ 法規制等）を遵守する

環境事故1件の達成

※法令などによ り 届出が必要な事故または、それに準ずる と 当社で判断し た

事故

環境保全

大気汚染、水質汚濁の防止 ○

環境事故1 件 ×

土壌・ 地下水汚染防止 ○

産業廃棄物埋立量の抑制 ○

PCB廃棄物の適正な処理 ○

地球温暖化対策

（ CO 2排出量削減）

エネルギー消費原単位の低減　 ○

貨物輸送に係るエネルギー使用原単位の低減　 ○

化学品・ 製品安全

国内外の法規制への的確な対応　 　 ○

製品含有化学物質管理の運用整備 ○

原料、製品などの危険性・ 有害性についての表示、通知の推進 ○

品質保証体制の維持・ 継続

（ 品質不適切行為再発防止策のラ イ ンでの実行）

顧客から のク レーム

3 件以下/年

顧客から の満足と

信頼を得るための活動

顧客管理の強化（ 納入仕様書等、顧客要求を踏まえた改善活動の推進、

変更管理の着実な実施）　
○

各マネジメ ント 組織の活動は計画通り 実施でき た。

ク レ ーム件数は目標未達であっ たも のの、重大な

ト ラ ブル(危機報告案件含む)は減少し た

・ 顧客から のク レーム

4件/年

・ 監査・ 審査における重大な不適合指摘

0件/年

・ 品質マネジメ ント 組織における品質教育

4件以上/年

〇

QCDによる品質管理

（ ク レーム、コ ンプレイ ン、不適合管理、コ スト 、納期管理）
○

経営ト ッ プのメ ッ セージ強化 ○

コ ンプラ イ アンス意識の強化 ○

監査・ 審査における重大な不適合指摘

０ 件

品質保証システムの構築と

継続的改善

監査の実施と 改善の有効性確認 ○

SDCAによる日常管理の推進（ 業務の標準化、継続的改善） ○

業務改革の推進（ 業務フ ローの不備改善含む） ○

サプラ イ チェ ーンマネジメ ント (SCM )の構築

（ 油槽所、陸運会社の現状調査の継続と 管理の標準化）
○

品質マネジメ ント 組織における品質教育

４ 件以上/年

品質管理レベルの向上

品質マネジメ ント システムの継続的改善 ○

品質管理データ ベースシステムの再構築検討 ○

品質小集団活動の実施(CA1活動活用等) ○

営業本部内の品質活動と 教育の推進 ○

業務点検および問題解決の推進 ○

品質管理教育の実施 ○

人体を対象に使用する製品の管理強化 ○

化学品・ 製品安全に関する

取り 組みの強化

国内外の法規制への的確な対応　 　 ○

製品含有化学物質管理の運用整備の推進 ○

原料、製品などの危険性・ 有害性についての表示、通知の推進 ○

法令遵守 法令違反を防止し 、発見し やすい環境を作る

正当化の排除(「 知っ ていたら やら なかっ た｡」に加え、「 知ら ないから 仕方ない」

をなく すための『 教育の機会の提供先』を拡大すると と も に、法令違反に対する

情報を、従業員が早期に確知できる体制の整備を目指す)

教育の実施と 理解度の測定 ○ ラ イ ン 長ク ラ ス へのモ ニ タ リ ン グを 実施し 、法令理解

度を 定量的に測定し た。ま た、利用拡大施策の一環と し

て、特定部署向けモニタ リ ン グを 実施する こ と によ り 、

法令理解度のさ ら なる 深化に向けた対応を 実行し た

〇
改善モニタ リ ングの定着（ リ スク が顕在化し た部署・ 法分野に対する重点的モニタ リ ング） ○

社内規則遵守

社内規則の管理業務が適正かつ効率的に遂行でき る体

制を構築すると と も に、主要な社内規則の理解と 社内規

則遵守を促す取組みを行う

社内規則に関する必要な取り 決めが過不足なく 明確に定めら れている 社内規則関連社内規程改定によ る社内規則定義の見直し を 図る（ 体系化・ 簡素化） ○ 規則管理の運用最適化を 図る た め、原則ルール

と なる 規則管理規程の改定を 実施。

本社主管の社規・ 社則類の整理・ 統合について 、

いく つ かの部署を 対象に再編。I T管理ツ ール導

入のための規則審査フ ロ ーを 検討

〇
合理的な業務遂行にも かかわら ず、不適・ 不必要な社内規則の記載のため、形式

上、社内規則違反と なっ ている事項を削減し ていく

社内規則の再編作業に取り 組み、不要の社内規則の廃棄促進およ び社内規則本文の簡素化促進

（ 実態に合わない、不必要な規制の緩和）
○

社内規則管理体制を適正かつ効率的に実現できる見通し が立っ ている IT管理ツールの導入による適正かつ効率的な規則管理体制の具体的な立案 △

人権
・ 障がい者法定雇用率の遵守および維持

・ 総合職における女性比率の向上

・ 障がい者法定雇用率の遵守 【 21 年度: 2 . 3 % 、2 2年度: 2 . 3 % 】

・ 障がい者採用計画の達成

障がい者の継続的採用 ○ 障がい者雇用率。21 年6 月時点で2 . 41%（ 法定雇用

率2 . 3 % をク リ ア）

2 2 年4 月に新卒入社2 名（ 6 月2 . 5 ％見込）

日勤総合職採用者に お け る 女性比率（ 採用数：

7 /1 6 ＝4 3 . 8 ％）で目標を達成

〇
障がい者のリ ク ルータ ー活用検討 ○

障がい者の職域の拡大（ 受け入れ部署の拡大） ○

・ 日勤総合職採用者における女性比率1 5% 以上 日勤総合職女性採用15 ％以上 ○

労働衛生 業務の効率化を推進し 、長時間労働の削減を図る
・ 21年度目標と し て年間平均総労働時間1 , 920 時間の実現

・ 21 年度4 EP系定期整備における36 協定違反ゼロ

業務効率化の推進（ ①各部門の業務の見直し 推進、②人事制度上の運用見直し ） △

計画し たプロ セスを実行、労働時間、定期整備時の

長時間労働削減、36協定違反ゼロを達成
〇

長時間労働対策の推進（ 有給休暇取得推進、テレワーク

勤務の効率化推進、こ れまでの対策の着実な実施）
○

2 1年度定期整備対策の確実な実行 ○

（ その他）計画年休5日対応、振替休日運用の推進　 等 ○

倫理
CC1 0（ 行動基準）の理解を 通じ て企業倫理に対する 継

続的な意識向上を 図る

CC10 ほっ と ラ イ ンへの通報に関する適正運用の実施と 認知度向上 内部通報制度の適切な運用管理および周知継続 ○ 計画的実施により 目標を達成

ほっ と ラ イ ン認知度　 98 . 6 %

CSR教育受講率　 10 0%

モニタ リ ング回答率　 96 . 9 % 、

CC1 0理解度スコ ア3 . 95（ 5件法）

〇
教育の実施による従業員のCSR意識向上と 定着 CSR教育の充実 ○

モニタ リ ングによる現状把握と 施策の充実 前年のCSR現状調査による改善施策の実行と 、調査（ モニタ リ ング)実施による次年度の課題把握および改善策検討 ○

経営ト ッ プと 従業員のコ ミ ュ ニケーショ ンの充実 経営ト ッ プキャ ラ バンの継続実施 ○

社会と の対話
行政機関および地域住民への定期的な情報発信、意見交

換を通じ て信頼関係の維持に努める
定期的な情報交換の確実な実施により 、重大なク レーム 発生を防ぐ

日本化学工業協会レスポンシブル・

ケア「 社会と の対話」コ ード に基づ

き活動を推進する

行政機関等と の定期情報交換（ 五井地区工場連絡協議会等 への参加） ○ 新型コ ロナウイ ルス感染症の状況に応じ て、計画中

止や一部代替措置を講じ ながら、可能な限り 情報交

換や情報発信を 実施、地域のステ ーク ホルダーと

の良好な関係を 継続（ 工場操業に関し ての重大な

ク レーム等の発生なし ）

〇
工場隣接町内会と の定期情報交換（ ク レーム対応含む） ○

社会貢献活動（ レ スポン シブ ル・ ケア の概念に該当する 情報発信・

コ ミ ュ ニケーショ ン 分野）
○

リ スク マネジメ ント の推進と 定着
・ 特定重要リ スク の年度計画の着実な実行

・ 優先取組リ スクのリ スク低減（ 対策度「 ３・ ４ 」のリ スク の確実な低減）

各部署における重要リ スク の抽出・ 優先取組リ スク への対応推進 ○

優先取組リ ス ク のPDCAの推進は概ね定着。研修

は定期整備により 実施せず
〇

特定重要リ スク のリ スク 低減に向けた施策の推進 ○

危機報告の適切な運用（ 発生事象のフ ォ ロー強化） ○

リ スク マネジメ ント 研修の継続実施（ CEGリ スク マネジメ ント 研修） △

（ 計画外）当社における新型コ ロナウイルス感染症BCP対応状況および今後の方向性について ○

環境管理委員会

コ ンプラ イ アンス
委員会

リ スク マネジメ ント
委員会

品質保証委員会

安全管理委員会
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※レ スポンシブルケア：

化学品を 取り 扱う 企業が化学品の開発から 製造・ 物流・

使用・ 最終消費を 経て廃棄に至る すべての過程におい

て、環境・ 健康・ 安全を 確保し 、その成果を 公表し 社会と

の対話・ コ ミ ュ ニケーショ ンを 行う 自主活動

・ 評価： ◯概ね8 0 ％以上達成、△概ね6 0 ％以上8 0 ％未満達成、×概ね6 0 ％未満

・ レ スポンシブル・ ケア（ RC）コ ード に該当する活動項目は　 マーク を付記

2 

0 

2 

1
年
度 

委
員
会
別
活
動
実
績

2 

0 

2 

1
年
度 

委
員
会
別
活
動
実
績

長時間労働対策は、CSR活動の重要課題で

あり 、リ ス ク マ ネジ メ ン ト 委員会で の特定

重要リ スク の一つと し て取り 組んでいます

P. 2 5 -2 8

P. 2 9 -3 4

P. 3 5 -3 8

P. 2 1

P. 2 1

P. 4 1 -4 2

P. 4 1 -4 2

P. 2 2

P. 4 3 -4 4

P. 2 3 -2 4

　 CSR活動の中核と なる各々の活動においては専門委員会を設置し 、それぞれ「 方針」、「 目標」を定め、半年ごと に活動状況

をCSR委員会（ 取締役会）へ報告すると と も に翌期・ 翌年の活動へつなげています。

なお、日本化学工業協会が推進するRC（ レスポンシブル・ ケア）※についても こ の活動の中に取り 込んでいます。

2 02 1年度 委員会別活動実績
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　 CSR意識の醸成に向け、入社時の導入教育に加え、職制

が変わる ご と にそれぞれ階層にみあっ た内容で 教育を

実施し ています。また、毎年全従業員を 対象に当社独自の

教育項目と コ スモエネルギーグループ全社員向けの内容

を連係さ せた「 CSR全社教育」を行っ ています。

【 経営ト ッ プから のメ ッ セージ配信】

　 当社では、社内規則遵守も コ ンプラ イ アンスの重要な要素と 位置づけています。2021年度についても 、各事業場の規則

管理部署を中心に、定期的な見直し を 実施し たほか、コ スモエネルギーグループ全体で実施し た「 従業員意識調査」にあわ

せて遵守状況をチェ ッ ク し 、全社的な実態把握に努めまし た。

　 また、2021年度には社内規則の見直し の一環と し て、「 規則管理規程」の全面改定を行い、社内規則を見直し やすい環境

を整えまし た。こ れに併せ、社内規則の体系化や実態に合わせた機動的な修正を 推進し 、より わかり やすく 、より 守り やす

い社内規則と なるよう 改善を進めています。

　 経営ト ッ プキャ ラ バンは、経営ト ッ プの声を直接従業員に伝えるこ と 、経営と 従業員が双方向でコ ミ ュ ニケーショ ンを

行う こ と を 目的に、継続し て実施し ています。社長から は、当社を 取り 巻く 事業環境、コ ンプラ イ アンスを 含むCSR意識、

当社およ び石油化学産業の将来性、人材育成などのメ ッ セージが発信さ れまし た。従業員から も 業務に付随し た質問や

会社諸施策に対する考えなど自由な発言があり 、貴重な情報交換の場と なっ ています。派遣社員や契約社員も 含めたすべて

の従業員を対象と し 、開催回数は年間で延べ52回（ 51 2名） に及びまし た。

　 コ スモエネルギーグループ全体で行う アン ケート 形式

での調査により 、コ ンプラ イ アンスを中心と し たCSR活動

の意識や浸透度など を 確認し ています。グループ 全体や

他社平均と の比較、ま た経年で の比較を し な がら 、CSR

経営実現のための課題を把握し ます。202 1年度は、前年度

の結果を踏まえた活動を 年間を 通じ て実行すると と も に、

当年度調査（ 2 0 2 1 年1 1 月実施）によ り 次年度の重要取り

組み事項を確認し まし た。

研修内容 実施結果

丸善石油化学・
CSR全社教育

・ ト ッ プメ ッ セージ

・ 企業使命・ 経営方針・
行動基準CC1 0

・ 内部通報制度

・ 働き方改革の進捗

・ 品質方針の再確認

・ コ ンプラ イ アンスの
重要性（ 事例から ）

期　 　 間： 2021年10月から
1 1 月

形　 　 式： eラ ーニング

対 象 者： 全従業員

受講者数： 1 , 2 8 4 名
（ 受講率： 1 0 0 ％）コ スモ

エネルギー
グループ・
企業倫理
人権研修

・ 企業行動指針の実践

・ 人権（ ダイ バーシティ 、
ハラ スメ ント ）

・ 法令規則等の知識
（ イ ンサイ ダー取引、
下請け法）

実施期間 2 02 1 年1 1月1 5日（ 月）～1 2月1 0日（ 金）

回答状況

有効回答者数 1 , 17 3 名／調査対象者数 1 , 21 1（ 96 . 9％）

（ グループ全体 調査対象者数 7 , 3 3 9 名／有効回答者数 7 , 8 4 8 名

（ 9 3 . 5 ％）)

次年度の
取り 組み

・ 新体制における経営ト ッ プメ ッ セージ強化、方向性の共有

・ コ ンプラ イ アンスを 含めた企業倫理教育の継続実施

・ 内部通報制度の周知徹底

・ ハラ スメ ント 防止教育の実施

・ 労働時間や多様性に関する施策の推進

（ 業革の推進、長時間労働の削減対策（ 有休取得推進、

テレワーク 制度活用等）、女性活躍施策等）

【 従業員意識調査実施概要】

【 CSR全社教育実施概要】

対 象 者 ：  コ スモエネルギーグループに勤務する従業員

調査方式 ：  W eb調査

鍋島前社長

　 当社では、コ ン プラ イ アン スと は社会的要請への適応である と 認識し ており 、CC1 0 に従っ て経営の基盤と 位置

づけています。こ のため、「 法令遵守」・「 社内規則遵守」に留まら ず、「 倫理」・「 人権」・「 社会と の対話」も 対象に、コ ン

プ ラ イ ア ン ス体制の確立を 目的と し たマ ネジ メ ン ト シ ステ ムを 構築し ていま す。法務担当役員を 委員長と する

コ ン プラ イ アン ス委員会を 設置し 、取組みの進捗管理や新たな施策の有効性等を 審議し 、マネジメ ン ト システムを

効果的かつ効率的に運用する こ と で、さ ら なる コ ンプラ イ アン スの徹底を 推進し ていき ます。

Compliance
コ ンプラ イ アンスCSR活動実績 

　 法令違反リ スク 、法令遵守体制の運用状況、法規制の動向、法令違反の影響度の変化等の「 イ ンプッ ト 情報」の収集を行い、

各法令の重要度を分析し ています。当社にと っ て特に重要な法令を 明ら かにするこ と で、効果的に法令遵守活動を 推進し

ています。

　 それぞれの法令について各部署が不安や疑問に感じ ている点（ リ スク の芽）を 洗い出すため、ラ イ ン長に対し てモニタ

リ ングを実施し ています。モニタ リ ングの結果は、次年度のコ ンプラ イ アンス活動の改善に活用さ れます。また、法令認識

をさ ら に深化さ せるため、20 21年度は対象者を拡大し 、モニタ リ ングの精度の向上を図り まし た。

　 企業が関係する法令は多岐にわたり ますが、当社は関係する法令を一覧表にし て管理し ています。また、それぞれの法令

に主管部署を 定めるこ と で、法改正への対応に責任を 持つ部署を明ら かにし ています。各法令主管部署を構成メ ンバーと

し たコ ンプラ イアンスワーキングチームにおいて、継続し て法令一覧表の点検と 更新を実施し ています。

　 イ ンプッ ト 情報やモニタ リ ング結果から、当社にと っ て特に重要であると 判断し た法令を「 重点取り 組み法令」と し て指

定し 、各法令主管部署と 連携し ながら、重要性の周知や社内教育の強化を 図っ ています。2021年度は、2020年度の結果を

も と に更新し た重点取り 組み法令の説明動画を作成し 、全社に向けて配信し まし た。

法令遵守

社内規則遵守

（ 1 ）イ ンプッ ト 情報の収集

（ 1 ）CSR意識向上に向けた教育

（ 2 ）経営ト ッ プキャ ラ バン

（ 3 ）従業員意識調査

（ 1 ）社内規則の整備と 見直し

（ 2 ）モニタ リ ン グの実施

（ 3 ）法令一覧表の更新

（ 4 ）重点取り 組み法令（ 2 0 2 1 年度版）の教育

1

2

倫理3

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

Compliance

社会の期待に応える べく 日々行動する こ と を 大切にし ています。

　 昨今、企業に対する 社会の期待は、SD Gsへの関心が高ま っ て いる よ う に、

法令遵守だけには留まら なく なっ ています。当社も 社会の一員と し てこ のよう な

期待の変化に応える 責任がある ため、こ れまでのコ ン プ ラ イ アン ス活動に継続

的に取り 組みながら も 、その取り 組みを 改善すべく 、新たな施策を 取り 入れてい

ます。経営ト ッ プが率先し て行動し 、社員一人ひと り が教育や研修を 通じ てコ ン

プラ イ アンスの正し い知識を 身に付けるこ と により 、自分たちの行動が、社会の

期待、そし て そ の変化に沿う も ので ある かを 常に意識で き る よ う 取り 組んで

いき ます。

取締役 執行役員

蒲池 良二

V O ICE
〜担当部門より 〜
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期初 期末

4 5

4 6

5 6

3 5

4 5

4 3

6 1

2 7

4 3

3 8

6 0

2 1

2 01 8年度

期初 期末

20 1 9年度

期初 期末

対策度 1～2 対策度 3～4
＊期初には経営環境等の諸条件を 考慮し 、対策度の向上

　 し た項目の除外、新たな優先取組リスクの設定など

　 見直し を実施します。

20 20 年度

全社合計： 9 1 件 全社合計： 8 8 件 全社合計： 8 1 件

5 2

2 7

6 3

1 6

期初 期末

2 02 1年度

全社合計： 7 9 件

　 本社、工場の各部署、グループ会社において、業務に

係るリ スク を網羅的に抽出し た上で、リ スク の影響度、

発生可能性、対策度の面から 評価し 、部署毎に優先的に

取り 組むべき「 優先取組リ スク 」を 選定し 、対策状況等

を リ ス ク マ ネジ メ ン ト 委員会で 審議し ま す。さ ら に

全社的に取り 組むべきリ スクを「 特定重要リ スク」と し て

選定し 、リ スク マネジメ ント 委員会を 経てCSR委員会

で審議を行い、年間を通じ てPDCAを回し ます。

　 リ スク マネジメ ント 委員会では、全社に係るリ スク 、または複数部門に係るリ スク を「 特定重要リ スク 」と し て選定し 、

対策の立案、および実施に係る一連の進捗状況を 管理し ています。202 1年度は、下表の3 つのリ スク を 選定し その対策に

取り 組みまし た。

　 部門別優先取組リ ス ク は、年間計画に

基づいて対策を行い、対策度を 上げていく

こ と でリ スク の低減を図り ます。年度末に

は、リ ス ク 対策度の評価を 実施、新た に

事業環境に基づいて、次年度のリ ス ク 抽

出を 行います。2 0 2 1 年度期初に対策度が

「 ４ まっ たく でき ていない」「 ３ あまり でき

ていない」であっ た27件の優先取組リ スク

のう ち11件は、「 ２ でき ている」「 １ よ く で

き ている」に向上し まし た。

部署を 横断し

全社的に対策

部署ごと に対策

定常業務から

網羅的に抽出

CSR委員会で審議

リ スク マネジメ ント

委員会で審議

各部署で管理

特定重要リ スク

優先取組リ スク

その他のリ スク

【 特定重要リ スク 概要実績】

リ スク 項目 想定リ スク 主な実績

首都圏直下型地震における

本社機能喪失時の

対応について

初動対応の遅れによる

全社的な機能不全

■ オンラ イ ンでの円滑な連絡体制や的確な情報共有を 主眼と し た本社初動体制訓練の

実施。

■ 防災用品、備蓄品の定期点検・ 交換、安否確認システム訓練、取引先連絡先リ スト 、帰宅

班等のメ ンテナンス等、環境整備。

危機管理広報体制

事故・ 不祥事発生時の

対外発表における

不適切な対応による

レ ピュ テーショ ンリ スク

■ 首都直下型地震の本社初動対応訓練にあわせ、危機管理広報訓練を 実施。

コ スモエネルギーホールディ ングス（ 親会社）広報と の連携体制を確認。

長時間労働対策
従業員の健康影響

法令逸脱 等

■ 業務効率化の推進

・  部門による業務の見直し 。「 優先取り 組み事項」を 実行。

■ 長時間労働対策の推進

・  年休取得率1 0 0 ％への取り 組み

・  労働時間管理の啓発

■ 2 0 2 1 年度（ 冬季）定期整備対策の確実な実行。

■ 実施工程・ 体制・ 勤務時間および工事対応等、対策を実行。

Risk
Management

リ スク マネジメ ントCSR活動実績 

リ スク マネジメ ント の流れ

特定重要リ スク への対応

1

2

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

Risk Management

優先取組リ スク への対応

情報セキュ リ ティ の強化

3

リ スク マネジメ ント により 事業の持続と 成長の確度を向上さ せます。

　 自然災害の激甚化、新型コ ロ ナウイ ルス 、世界情勢の変化な ど 、企業を 取り

巻く 環境はよ り 複雑かつ変化が速く なっ ています。様々なリ スク を あら かじ め

想定し 、その影響度や発生可能性を 認識、リ ス ク の低減策を 議論し 、実装する

全社的なPDCAが定着し まし た。リ スク マネジメ ン ト に取り 組むこ と は、事業の

持続と 成長の確度を向上するこ と と 捉え、引き 続き 積極的に取り 組みます。

CSR統括部長

酒井 佳代子

V O ICE
〜担当部門より 〜

【 優先取組リ スク  対策度の推移】

　「 情報は、企業競争力の源泉である」と いう 考えのも と 、IT化を 積極的に進めると と も に、サイ バー脅威や情報

漏えい防止に取り 組むべく 、リ スク マネジメ ント・ コ ンプラ イ アンス対策の一環と し て、体系を整備し まし た。

　 情報セキュ リ ティ のマネジメ ン ト は、「 情報資産」を 個人情報、秘密情報、一般情報の区分で取り 扱い、その媒

体に応じ て、情報（ OA系）システム、制御系システムの分野を中心に、維持・ 管理と 改善を図っ ています。こ の活動

は、リ スク マネジメ ント 委員会や、CSR委員会で報告さ れ、適正性の確認と 維持・ 向上に取り 組んでいます。

　 当社が保有する情報（ 個人情報および技術情報、顧客、第三者から 開示を 受けた情報等）については「 情報管理

規程」に基づき、さ ら に情報別に定めた規程に従っ て運用さ れています。

　 また、情報の取り 扱い、漏洩防止については、総務担当役員を情報管理推進責任者と し 、各部署に情報管理責任

者を定め、各種情報別の管理標準に従っ た適切な管理を図っ ています。

　 情報システム部が統括し ､全社の情報システムセキュ リ ティ 対策に関わる年間計画、実行、検証と 次年度への

反映等を 実施し ています。日常のセキュ リ ティ レ ベルの向上を 図ると と も に、2021年度は、情報イ ンフ ラ 運用委

託先と の「 システム障害想定訓練」を 実施し まし た。初動対応、連絡・ 報告対応、予備器保管場所の確認等を 実施

し 、イ ン シデン ト 時の迅速な対応が可能な体制を 整備し まし た。その他、テレ ワーク 拡大等の働き 方の変化も

含めたセキュ リ ティ 強化に取り 組んでいます。

　 技術部を 統括部署と し て、装置制御システムに関するリ スク を低減し 、制御が困難な状況に陥るリ スク を 未然

に防止するために各種安全対策活動を実施し ています。

　 2 0 2 1 年度は、システ ム異常検出時の呼出方法のシステ ム構築、外部コ ン サルによ る 対策度の評価の実施、

千葉工場、四日市工場それぞれでの机上訓練や、オペーレーショ ンにおける“ 異常”の認識教育を 実施し まし た。

　 従業員に対し て、情報管理の徹底を 図るための啓発や教育を 定期的に実施し ています。e-ラ ーニングによる

全社員向け研修、標的型攻撃メ ール訓練を毎年実施し ています。

個人情報およ び顧客情報等の情報の漏えい防止策

情報セキュ リ ティ 強化のためのIT施策

サイ バー脅威に対する 防御策

情報セキュ リ ティ 教育、啓発によ る 人的な対策

　 当社およ びグループの経営に重大な影響を 及ぼすリ スク を 特定し 、損失の回避、最小化を 図る ための組織的な

リ スク 管理を 行っ ています。事業活動を 通じ て発生する リ スク について、リ スク マネジメ ン ト 委員会において影響

度や発生可能性等を 総合的に判断し 、リ スク 低減に向けた対策や進捗状況を 審議し ています。

　 企業を 取り 巻く 環境が、複雑かつ急速に変化する 中、事業における リ スク を 適切に把握し 、対策を 行う こ と で、

事業の継続的な発展を 目指し ます。
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「 保安防災を考える月」行事

　 自主保安の基本は自ら 設備の検査を 行っ て劣化具合を

評価し 、適切に補修する こ と でト ラ ブ ルの発生を 未然に

防止するこ と です。

　 当社においても 設備の高年次化に伴う 外面腐食が大きな

課題と なっ ているため、千葉工場・ 四日市工場では中長期

計画に基づき 、全設備の外面腐食検査を 網羅的に行い、

維持管理に努める専任チームを立ち上げています。

　 また、急速に若年化し ている 保全部門の従業員の経験

を補う ため、各種教育の充実を図っ ています。

　 千葉工場・ 研究所の安全管理システムは、高圧ガス保安

法の認定基準・ ボイ ラ ー等の認定要領、およ びOSH M S※

基準要求事項に準拠し て制定し たも ので、保安および安全

衛生レベルの向上を目指し ています。四日市工場でも、千葉

工場と 同等のシステムで活動を行っ ています。

設備災害・ 事故防止の取り 組みと 発生件数

安全管理システムをも と に活動

年 2 0 17 20 1 8 2 0 19 2 02 0 20 2 1

件 1 3 3 0 1

コ ンテンツ タ イ ト ル 内容

安全講演

プ ロ セ ス 安 全 管 理
（ PSM ）に よ る 安全ナン
バーワン企業を目指し て

（ 講師：
環境保安部 荒木部長）

全世界で 標準と な っ て
い る 化 学 プ ラ ン ト の
PSM ※やCCPSメ ト リ ッ
ク ス ※ に つ い て の概 略
説明

スマート 保安と DXによる
安全工場を 目指し て

（ 講師：
環境保安部 植松次長）

プ ラ ン ト へ導入さ れる
新技術「 スマート 保安と
D X 」、「 ス ー パ ー 認 定
制度」によ る 未来の安全
工場について解説

事故事例に
学ぶ

（ 語り 部企画）

各社の事故事例

（ 高圧ガス保安協会によ
る学習用コ ンテンツ）

事故を 二度と 繰り 返さ
な い た め、過 去 事 例 を
広く 学び疑似体験する
こ と で危機感を 磨く

【 異常現象等件数】（ 暦年およ び年度）

【 2 0 2 1 年実施概要】

【 安全管理システムイ メ ージ図】

※ O SH M S： O ccu p a ti o n a l  Sa f e ty  a n d  H e a l th  M a n a g e m e n t 
System

労働安全衛生マネジメ ント システムの略

Pl a n

D oC heck

A ctio n

・ 保安管理体制

・ 危険源の特定

・ 運転管理、 設備管理

・ 変更管理

・ 教育訓練

・ 緊急事態への対応

・ 調査およ び評価

・ 内部監査

・ 本社の監査

・ 安全衛生方針

・ 安全衛生目標

・ 安全衛生計画

・ 工場長によ る 見直し

安全管理システム要素

①高圧ガス認定基準　 ②ボイ ラ ー一圧認定要領　 ③O SHM S要求事項

※石油コ ンビナート 等災害防止法に基づく 異常現象に加え、その他法律に基

づき、当社内で異常現象相当の事故と し て原因究明・ 対策を行っ た設備上の

ト ラ ブル

※2020 年は、暦年から 年度管理への移行期間と し て2020年1月から 2 021

年3月分までを掲載

（ 2 ）各工場の安全活動の取り 組み

安全文化の醸成と 自主保安活動の促進

　 当社で は、様々な 取り 組みによ り 、安全文化の醸成と

自主保安活動の促進を図っ ています。

　 CA1（ Chem iw ayAnzenNo . 1 ）活動は、部署を 単位と

する 全員参加の安全活動です。活動開始当初は5S活動な

ど身近な活動が中心でし たが、現在では自ら 問題を発見し

その解決に向かっ て挑戦する「 問題解決型」段階へと 進化

し てき まし た。年1回、全部署がその成果を ポスタ ーにし 、

報告し 合う こ と で社内事例の水平展開を行います。さ ら に

優秀な活動を し た部署は改めてCSR委員会において発表

し 、表彰さ れます。また、リ スク 低減のための改善提案活動

では、現場のリ スク 低減に最も 貢献があっ た改善の提案者

や、保安防災、労働安全に関し て 特別な 功績があっ たと

認めた者を安全功労者と し て表彰し ています。

Safety
Management

安全管理CSR活動実績 

　 当社では、産業保安に対するコ ミ ッ ト メ ント と し て、社長が「 安全宣言」により 安全優先の理

念・ 方針を、すべてのステーク ホルダーに対し 発信し ています。またCSR委員会は、定期的に千

葉工場・ 四日市工場に対し て保安防災に関する 査察を 行い、CSR委員長である 社長自ら 現場

の保安の最高責任者と し て、作業環境の実態や安全管理について、訓練や定期整備の実施状況

などを 確認し ています。2 0 2 0 年度から は新型コ ロ ナウイ ルスへの対応で事業所間の移動を

制限し たこ と により 、従来と 同じ よう な現地に入る査察は困難な状況と なり まし たが、委員長

から の現場へのメ ッ セージ発信を 行い、経営ト ッ プの安全へのコ ミ ッ ト メ ント を 明確にし な

がら 、タ ブレ ッ ト 等を 活用し た動画配信によるリ モート 査察を 行う など自主保安体制の向上

を図っ ています。

産業保安に対するコ ミ ッ ト メ ント

保安防災

（ 1 ）産業保安事故防止に向けた取り 組み

1

「 無事故・ 無災害」を目標と し 、製品の安定供給に努めます。

　 私たち 石油化学会社にと っ て、無事故・ 無災害は最も 重要な経営課題であり 、

「 安全ナン バーワン 活動」と し て 様々な 取り 組みを 実施し て いま す。労働災害

については、2 年続けて エチレ ン プ ラ ン ト の定期整備年での休業災害ゼロ を 達

成し 、成果が出て き て おり ま す。一方、外面腐食由来の設備ト ラ ブ ルが、前年、

今年と 発生し たこ と も あり 、従来から の取り 組みも 適宜見直し を 行い、装置の

安全安定運用を 図っ ていま す。引き 続き 、無事故・ 無災害を 目標と し 、お客様に

信頼さ れる製品の安定供給に努めてまいり ます。

取締役 執行役員

前川 博幸
（ 安全担当）

V O ICE
〜担当部門より 〜

安
全
管
理

Safety Management

安全宣言

品質管理課 部署内発表会の様子

品質管理課 活動（ パト ロール）の様子

　 当社では「 安全ナン バーワン 企業を 目指す。」を 経営方針の一つと し ており 、「 安全は経営の第一原則であり 企業

の使命である 。」と 考えています。また行動基準（ CC1 0 ）の中でも 、いかなる 事故、災害の危険を も 予知し 、その防止

に努める こ と で無事故・ 無災害を 継続するこ と を誓っ ています。

 　 当社の安全に係る すべての活動を「 安全ナン バーワン 活動」と し 、千葉工場、四日市工場を はじ め、全社で安全管

理の一体的な推進を 図っ ています。

安全ト ピ ッ ク ス

　 2 0 1 1 年東日本大震災で、千葉工場のア ルコ ール・ ケト ン

製造装置の火災と いう 難局を 乗り 越えた経験を 風化さ せず、

後世に引き 継いていく こ と を 目的に、2 0 1 3 年から 毎年3 月を

「 保安防災を 考える 月」と し ています。安全管理意識の向上を

安全活動の活性化につなげる こ と を 目的に、安全講演や過去

事例に学ぶ語り 部企画などを、毎年千葉工場を メ イ ン会場と

し て、四日市工場、本社を テレビ会議で中継し 、役員、社員なら

びに協力会社の方々をはじ め、大勢の役職員が聴講し ます。

　 2 0 2 1 年は、千葉工場の第4 エチレ ン製造装置系の大型定期

整備期間中であり 、新型コ ロ ナウイ ルス感染症が収束に至ら

な い中、過去と は違っ た 動画の視聴ス タ イ ルで 実施し ま し

た。安全管理構築の契機と なっ た過去の大事故を 知り 、プ ロ

セス安全管理（ PSM ）やスーパー認定施策なら びに新技術へ

の理解を 深めた取り 組みと なり まし た。

※CCPSメ ト リ ク ス

（ Cen ter  fo r Chem ica l  Pro cess Sa fety M e tr ics)：

石油およ び化学工業会社なら びに業界全体がプラ ン ト 事故防止活動

成績を自己評価するための共通のメ ト リ ク ス測定基準。

※PSM (Process Sa fety M anag em en t）： プロセス安全管理
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　 当社製品の陸上輸送を委託し ている（ 株）メ ロス様および

危険物質事故対応サービ ス の契約先で ある（ 一財）海上

災害防止センタ ー様のご協力を いただき、「 物流事故想定

訓練」をリ モート で実施し まし た。今回の訓練は、テレワーク

体制を 想定し 、社内外関係先と の連絡・ 連携体制における

課題の抽出を目的と し まし た。

（ 1 ）労働災害防止
（ 1 ）物流安全協議会

　 主要物流業務委託会社（ 2 0 社）で 構成する「 丸化物流安全協議会」の

活動は、新たな 変異株によ る 新型コ ロ ナウイ ルス 感染再拡大の影響に

よ り 様々な制約を 受けまし たが、概ね計画通り 実行し まし た。会員各社

事業所への訪問による直接対話が困難な中、年初の活動目標、計画および

そ の進捗状況ほか、会員各社と は紙面を 中心に定期的な 情報共有を

行いまし た。また、６ 月の「 全体会議」はリ モート での開催と し 、会員全社

にご参加いただき 、年間目標である「 重大事故０ 件」達成を 含めた１ 年間

の活動内容、発生し た物流ト ラ ブル事例（ 原因分析、傾向含め）等の報告を

行いまし た。また、会員各社から のご要望も あり 、10 月にはアイ ダブリ ュ ウケイ 代表・ 万年美恵様を 講師と し てお招き し 、

「 ペッ プト ーク： どんな言葉を口にするかでチーム力が変わる! ?」を テーマと し た講演会を開催、多く の方々にご聴講いた

だきまし た。

＊出典（ 化学工業）： 令和3 年労働災害動向調査（ 厚生労働省）　 ＊当社の度数率・ 強度率は、千葉工場・ 研究所、四日市工場における当社従業員のみで算出

＊度数率＝1 0 0万延べ実労働時間当たり の労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す。

＊強度率＝1 , 0 0 0延べ実労働時間当たり の労働損失日数で、災害の重さ の指数を 表す。

＊数値は暦年

年度 2 0 17 20 1 8 2 0 19 2 02 0 20 2 1

提案 39 3 1 2 4 30 1 4

採用 39 2 9 2 4 30 1 4

目的
テレ ワーク 体制における 社内外関係者と の連絡・ 連携

体制における課題の抽出

想定事故
有料道路走行中のタ ン ク ロ ーリ ーの自損事故によ る

製品の漏洩事故

訓練内容

事前に共通の1 枚のシート に時系列で各社ご と に対応

すべき 事項を 記入し た上で、訓練当日は、タ イ ムラ イ ン

に沿っ て各々の作業内容や連携状況を 確認。終了後に

意見交換を 実施。

実施結果
発見さ れた課題について、物流安全協議会会員にも 情報

共有すると と も に具体的な対策を 検討し ている。

【 提案採用件数】

【 物流事故想定訓練】
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2 年連続休業労災ゼロ達成
リ モート による「 全体会議」を6 月に開催

物流事故想定訓練を実施（ 3 月）

　 千葉工場・ 研究所で は「 安全衛生方針」、四日市工場で は「 保安方針」において 無事故・ 無災害操業の継続を 表明し 、

工場就業者一人ひと り がこ の方針を 理解し 、目標を 達成する ために努力し ています。

　 また、危険予知活動の一環と し て、工場幹部や安全衛生委員によ る パト ロ ールを 定期的に実施し 、異な る 人の目で

現場作業や設備状況を 見る など 、災害発生の防止に努めていま す。

　 2 0 2 1 年度は安全諸活動を積極的に展開し 、全ての事業場で、従業員･協力会社と も に休業災害は発生し ませんでし た 。

休業災害ゼロ の継続はも ち ろ んのこ と 、不休業災害も 削減すべく 災害ゼロを 目指し て、引き 続き 全社を 挙げて取り 組ん

でいき ます。

安全ト ピ ッ ク ス

　 2 0 2 1 年度から 不安全行動の抑止およ び安全行動の意識向上を 目的と し 、キャ ン

ペーン（ 守れ！守る！運動）を 展開し ています。過去の災害の傾向を 見る と 、声掛け

で 防ぐ こ と がで き る 災害も ある と 考え、不安全行動について 誰に対し て も そ の

場で 声掛けし やすい環境を つく る こ と で 、相互注意の活性化を 図る 運動です。定期

整備工事では従業員だけでなく 、協力会社の皆さ んにも こ の運動に参加いただき 、

2 0 2 1 年度は従業員、協力会社と も に休業災害0 件を 達成する こ と ができ ま し たの

で、今後も 引き 続き 声掛けの強化を 推進し 不安全行動抑止に努めていき ます。

声掛け強化で不安全行動を抑止する取り 組み（ 守れ！守る！運動）

キャ ンペーンステッ カ ー

　 千葉工場・ 研究所およ び四日市工場で は、石油コ ン ビ

ナート 等災害防止法に基づき、災害時は工場長が最高責任

者と なる自衛防災組織を 編成し ます。また、コ ン ビナート

各社と 共同防災組織を設置し 、災害時には消防活動の相互

応援を 行います。さ ら に、コ ンビ ナート 内の大容量の石油

タ ン ク を 保有する企業間で大容量タ ン ク 火災用大型消火

設備を共同保有し 、災害に備えています。

　 2 021 年度は、千葉工場、四日市工場と も に2回の訓練を

実施し まし た。

防災体制と 訓練実施状況

千葉工場 防衛隊訓練
（ 2 02 1 年1 2月3 日）

四日市工場 防衛隊訓練(はし ご車)
（ 2 02 1 年6 月8 日）

リ スク 改善提案の一例

　 設備の運転状況を 確認する た めに高温のサン プ ル採取作業が発生し ま す。

現状で はサン プ ルの採取口の弁を 開けて 採取する 際に、採取口から 噴出し た

サンプルにより 作業者が被液し 、火傷するリ スク があり ます。サンプルが飛散し

ても 被液し ないよう に密閉式ポッ ト でサンプル採取でき るよう 設備を 改造する

こ と でリ スク が改善さ れます。

　 定期整備時の物資運搬やリ ーク テスト 時にH -1 0 1 ステージへ進入する ためガス配管を 乗り 越える作業が発生し ま す。

ス ペース が狭く 、雨の日な ど は滑り やすく 作業員が滑っ て 転倒する と 骨折等の怪我を 負う リ ス ク があり ま す。配管を

乗り 越えら れるよう に手摺付き の昇降踏み台を設置するこ と でリ スク が改善さ れまし た。

サンプル採取の改善（ 千葉工場： エチレ ン製造二課）

H -1 0 1 ステージへの進入改善（ 四日市工場： 設備技術課・ 酸化エチレ ン製造課）

改善前 改善後イ メ ージ

アイ ダブリ ュ ウケイ・ 万年代表による講演の様子

安
全
管
理

安
全
管
理

Safety ManagementSafety Management

労働安全 物流安全2 3

（ 2 ）リ スク 改善提案

改善提案を 1 4 件採用

　 当社従業員な ら びに関係会社・ 協力会社の従業員が

自ら危険源や問題に向き合い、リ スク を低減する提案を行う

こ と で、自主的な安全意識の向上を図っ ています。20 21年

度は千葉工場で9件、四日市工場で5件採用さ れまし た。
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【 エネルギーの使用に伴う 二酸化炭素排出量】 【 製品の輸送に関わる 二酸化炭素排出量】

　 2 0 2 1 年度は、前年度に引き 続き 主力のエチレ ン プラ ン ト の大型定期整備を 実施し たため、総エネルギー投入量、総物

質投入量は2 0 2 0 年度と ほぼ同等と なり まし た。水資源投入量については、海水を 冷却水に利用する 誘導品プラ ント の

定期整備がなかっ たため非定期整備年並みの数量と なっ ています。

　 千葉工場・ 研究所およ び四日市工場では、行政と 協定※を 締結し 、法律よ り 厳し い環境基準を 遵守し ています 。また、

環境マネジメ ン ト シス テ ムの効果的な運用、省資源・ 省エネルギー、廃棄物の再資源化など を 通じ て、今後も 環境負荷

低減の努力を 継続し ていき ます。
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千葉工場・ 研究所・ 四日市工場合計値
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千葉工場・ 研究所・ 四日市工場合計値

千葉工場・ 研究所 四日市工場 排出量 原単位
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　 当社では、エネルギー管理委員会を定期的に開催し 、

エネルギー使用状況の把握、省エネルギー活動の推進

に努めて いま す。ま た、省エ ネ法に基づき 、「 5 年平均

で年1 ％以上のエネルギー原単位低減」を 目標に設定

し ています。

　 2021年度は前年度に引き続き第4エチレン製造装置

系の定期整備年であっ たこ と による生産量低下や装置

の不具合による非効率な運転を 余儀なく さ れたため、

エネルギー原単位は大幅に悪化し まし た。

　 2022年度以降は安定操業に努めると と も に、省エネ

ルギー活動にも 取り 組んでいき ます。

O U TPU T

IN PU T

※構内中間処理前の発生量

※

生産活動

製品

2 ,9 2 7 千t 9 4
廃棄物発生

（ 工場発生）千t

詳細はP.3 3 -3 4

2 ,２ 1 0
大気排出

（ CO 2 排出量）千t

詳細はP.3 1 -3 4

総エネルギー
投入量

（ 原油換算）

（ 海水含む）

1 ,1 3 5 千K L

総物質投入量

4 ,3 5 7 千t

水資源投入量

8 6 ,6 1 4 千t

エネルギー起源 

CO 2排出量

SOX排出量 1 2 5 t

N OX排出量 7 9 3 t

ばいじ ん 1 0 t

PRTR物質 2 3 3 t

2 , 2 1 0 千t

7 2 ,2 5 6
水域排出

（ 総排水量）千t

詳細はP.3 2 -3 4

総排水量 7 2 , 2 5 6 千t

COD 7 9 t

全窒素 3 5 t

全り ん 1 t

PRTR物質 4 t

工場発生 9 4 千t

最終処分量 2 7 3 t

再資源化量 2 5 千t

PRTR物質 1 6 t

※［ 千葉工場・ 研究所］

エチレン 1 , 1 4 0 千t

他製品 1 , 6 3 5 千t

［ 四日市工場］

酸化エチレン 8 7 千t

他製品 6 5 千t

環
境
管
理

省エネルギー事例の紹介

　 千葉工場のエチレン製造装置では、ナフ サ分解で得ら れ

る 高温の分解ガス を 急冷し ていま す。こ の時に発生する

熱の有効利用のため装置内の様々な箇所で熱回収を行っ て

いま す。第4 エ チ レ ン 製造装置で は、従来の運転条件を

見直すこ と で、ボイ ラ ー給水への熱回収を強化する改善を

行いまし た。こ れによ り 、従来よ り も 効率的な運転を 行う

こ と ができ 、約1 , 3 0 0 KL/年（ 原油換算）のエネルギー使用

量削減を 達成し ています。

エネルギー起源CO 2排出量2 , 2 1 0 千t

熱回収の強化によるエネルギー効率化

　「 地球温暖化対策の推進に関する 法律（ 温対法）」に基づき 、当社の事業活動によ り 排出さ れる 温室効果ガス の量を

定期的に報告し ています。当社では、温室効果ガスのう ち 製品の製造時に発生する CO 2が2 , 2 1 0 千tと 大部分を 占めて

おり 、事業活動全般における 省エネルギーを 推進する と と も に、エネルギー管理委員会を 定期的に実施し 、エネルギー

使用状況の把握を し ています。また、製品の輸送に係るCO 2についても 法律に基づき 算出し 、報告し ています。

＊エネルギーの使用の合理化等に関する法律（ 省エネ法）に定める特定

事業者と し て省エネ法第1 6 条第1 項、第2 7 条第1 項又は、第3 8 条第1

項の規定に基づき 算出し ています。

＊総エネルギー使用量（ KL 原油換算）を 、製品数量（ t エチレ ン 換算）で

割っ た数値を 原単位と し 、19 9 0年度および前年度と 比較し ています。

＊省エ ネ法に定める 特定荷主と し て 、省エ ネ 法第1 1 1 条第1 項又は

第1 1 5 条第1 項の規定に基づき 算出し ています。

※協定と は、千葉工場・ 研究所は千葉県および市原市と 締結し ている「 環境の保全に関する協定」、四日市工場は四日市市と 締結し ている「 公害防止協定」を いい

ます。（ ほかの項目の協定も 同様）

第4エチレ ン製造装置

Environmental
Management

環境管理CSR活動実績 

生産活動に係る投入と 排出の実績

エネルギー原単位の低減を 目標

環境保全

（ 1 ）環境負荷の状況

（ 2 ）地球温暖化防止への取り 組み

1

【 エネルギー原単位(千葉工場+四日市工場)の推移(省エネ法定期報告値)】

（ 1 9 9 0 年度および前年度を1 0 0 と し た場合の指数）

Environmental Management

　 環境管理委員会では、環境法令の遵守を はじ め環境保全、地球温暖化対策等の取り 組みと それに係る 管理体制の

レ ベル向上を 図っ ています。開発、製造、物流、使用、最終消費、廃棄に至る 製品の全ラ イ フ サイ ク ルにわたり 、環境

への影響を可能な限り 低減するための努力を重ね、持続可能な社会実現へ向けたチャ レ ン ジを 続けています。
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（ 5 ）V O C対策

【 SO x排出量】

千葉工場（ 四日市工場は排出なし ）

【 ばいじ ん排出量】

千葉工場（ 四日市工場は排出なし ）

【 N O x排出量】
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【 全窒素排出量】【 CO D 排出量】 【 全り ん排出量】

千葉工場・ 四日市工場合計値

千葉工場 四日市工場

千葉工場・ 四日市工場合計値

千葉工場 四日市工場

千葉工場・ 四日市工場合計値

千葉工場 四日市工場
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※VOC（ Vo la ti le  Org an ic Com po und s）： 揮発性有害物質

揮発性を 有し 、大気中で気体状と なる有機化合物の総称であり 、ト ルエン、

ベンゼン、キシレ ン、酢酸エチルなど多種多様な物質が含まれます。

浮遊粒子状物質およ び光化学オキシダン ト の発生の原因には様々なも の

があり ますが、VOCも その一つです。

環
境
管
理

Environmental Management

環
境
管
理

Environmental Management

　 千葉工場では、ばい煙が発生する主な施設の測定データ がリ アルタ イ ムで行政に送信さ れ、双方で監視する システム

（ テレ メ ータ ）を導入し 、管理に努めています。202 1年度は、大型定期整備に伴いボイ ラ ーの稼働調整や副生燃料油の成分

が変動し たため、SOx排出量が増加し まし た。

　 四日市工場では、SOxおよびばいじ んの排出量は、202 1年度も 低い値を維持し ています。

　 両工場と も 法律・ 協定を遵守し 、法律の排出濃度規制値および協定の排出計画値などを大幅に下回っ ています。

　 千葉工場およ び四日市工場は協定に基づき 、排水の管

理・ 削減に努めています。2 021 年度は前年度と 比較し 、排

水水質の大き な変動はあり ませんで し た。両工場と も 法

律・ 協定を 遵守し 、法律の排出規制値および協定の排出計

画値などを 大幅に下回っ ています。

　 VOC※排出量削減対策と し て、水吸収設備の設置、浮き屋

根式タ ンク または内部浮き 蓋付き 固定屋根タ ンク 化、船出

荷時の余剰ガス回収などを 行い、環境負荷低減に努めて

います。

　 また、工場敷地境界における濃度測定を 定期的に行い、

排出量の削減に向けて検討を重ねています。

　 千葉工場においては、2020年度に分解ガソ リ ンタ ンク

１ 基に排気を焼却処理と する対策を実施し まし たが、今後

新たにタ ンク １ 基に同じ 対策を講じ る予定です。

ばい煙濃度、排出量は規制値、計画値以下で推移

水質、排出量は前年度同水準

排出量削減対策により 環境負荷を低減

（ 3 ）大気汚染防止

（ 4 ）水質汚濁防止

ベンゼンリ タ ーンガス回収装置

排水処理設備の一部

高品質な製品の安定供給と 地球環境保全を両立し ます。

　 2022年5月12日にコ スモエネルギーグループにおける「 2050年カ ーボンネッ ト

ゼロへのロード マッ プ」が公表さ れまし た。当社はこ の方針に沿っ て脱炭素エネ

ルギーへの転換やネガティ ブエミ ッ ショ ン技術の活用等によっ て、2 0 5 0 年カ ー

ボンネッ ト ゼロを目指し ます。そのため、省エネルギーの取り 組みを一層強化する

と と も に、2 0 2 2 年1 月に採択さ れたグリ ーンイ ノ ベーショ ン 基金事業等、新たな

技術の開発、導入を 進めてまいり ます。

取締役 執行役員

舟橋 克之

V O ICE
〜担当部門より 〜

　 エネルギー起源CO 2以外の温室効果ガスと し ては、非

エネルギー起源のCO2が3, 000ト ンを超える排出と なり 、

温対法上の報告を行なっ ています。

　 こ のう ち 9 9 % 以上はエ チ レ ン の生産に伴う 排出量

（ 生産量に所定の係数を 乗算）であり 、エチレ ン生産量に

比例し て推移し ています。

　 その他の温室効果ガスについては、3 , 0 0 0 t-CO 2未満

と なっ ています。

非エネルギー起源CO 2と その他の温室効果ガス

【 温対法報告値（ エネルギー起源CO 2を 除く ）】  
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1 2 ,0 0 0

1 6 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

排
出
量（t

-
C

O
2

／
年
）

1 7 ,7 0 01 8 ,1 3 4  

1 5 ,9 2 2  
1 6 ,5 1 0  

1 5 ,9 5 5

2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 2 02 0 1 9 （ 年度）2 0 2 1

排出量： 3 千t-CO 2／年以上の温室効果ガス
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【 個別排出量】
（ 2 0 2 1 年度PRTR届出物質中の排出・ 移動量合計１ t以上の物質）（ t／年）

千葉工場・ 研究所

四日市工場

（ 年度）

（ 年度）

化学物質名
大気排出 公共用水排出 事業場外排出

2 0 20 2 0 21 2 0 20 2 0 21 2 0 20 2 0 21

亜鉛の水溶性化合物 － － 1 . 1 1 . 0 － －

エチルベンゼン 1 2 . 0 9 . 0 － － － －

キシレ ン 2 4 . 0 1 4 . 0 － － － －

1 . 4 -ジオキサン － － 1 . 7 1 . 4 － －

１ ，２ －ジク ロロエタ ン 2 . 8 2 . 8 － － － －

ジシク ロペンタ ジエン 2 . 9 3 . 6 － － － －

ト ルエン 6 4 . 0 6 2 . 0 － － 0 . 3 0 . 2

ノ ルマルヘキサン 16 0 . 0 1 4 0 . 0 － － 0 . 0 0 . 1

ベンゼン 2 . 1 1 . 8 － － － －

ホウ素及びその化合物 － － 1 . 5 1 . 2 1 . 0 0 . 8

化学物質名
大気排出 公共用水排出 事業場外排出

2 0 20 2 0 21 2 0 20 2 0 21 2 0 20 2 0 21

エ チ レ ン グリ コ ール
モノ メ チルエーテル

－ － － － 8 . 3 8 . 5

ポリ（ オキシエチレン）=
アルキルエーテル

（ ア ルキル基の炭素数

が12から15までのも の

及びその混合物に限る。）

0 . 1 0 . 1 － － 6 . 9 6 . 6

　 千葉工場では、関連会社の土壌から1, 2-ジクロロエタ ン等の有害化学物質が確認さ れたため、汚染地域の地下水を汲み

上げて土壌の浄化を継続して行い、敷地内に複数の観測用井戸を設けて定期的な観測を実施しています。浄化の成果と 状況

については、年1回行政に報告を行っています。

　 千葉工場に設置し ている廃棄物焼却炉について施設の管理を徹底し、「 廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、

廃棄物処理施設の維持管理の状況に関する情報を当社CSR HPにて公表し ており ます。

　「 水銀に関する 水俣条約」を 受け、環境汚染物質の低減施策と し て水銀照明設備のLED化を 計画的に進めています。

20 21年度は183台の更新を行いまし た。

　「 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び 管理

の改善の促進に関する法律（ 化学物質管理促進法または

PRTR法）」に基づき、第一種指定化学物質4 62 物質のう ち

千葉工場3 0 物質および四日市工場12 物質の届出、報告を

行っています。

　 千葉工場で は、生産量の減少に伴いノ ルマルヘキサン

およびキシレンの排出量が減少し まし た。

　 四日市工場で は、前年度と ほぼ同等の排出量と なって

おり ます。

汚染土壌の浄化対応の継続

PRTR法に基づき 適正に管理、報告

（ 9 ）土壌汚染防止

（ 1 1 ）ダイ オキシン（ 有害物質）の管理

（ 1 2 ）水銀照明の計画的廃止

（ 1 0 ）化学物質の管理（ PRTR対応）

環
境
管
理

Environmental Management

環
境
管
理

Environmental Management

環境保全活動を推進し 、持続可能な社会の実現に貢献し ます。

　 当社の製品は便利で 豊かな 生活に欠かせな いも ので はあり ま すが、製品の

生産や輸送活動では、どう し ても 資源やエネルギーを消費すると と も に、GHG等

の排ガス・ 排水・ 廃棄物の排出な ど の形で 環境に様々な 影響を 与え て いま す。

省資源・ 省エネルギー・ 再資源化等への取り 組みを 継続し 、環境負荷低減に向け

た努力を 積み重ねて、持続可能な社会の実現に向けて貢献し ていき たいと 考え

ており ます。

環境保安部長

荒木 勝美

V O ICE
〜担当部門より 〜

【 廃棄物発生量】 【 再資源化量と 最終処分量】

0

5 0 .0

1 0 0 .0

1 5 0 .0

（ 千t／年） （ 千t／年）

0 .0

2 .0

4 .0

6 .0

8 .0

3 0 .0

2 0 17 2 01 8 20 19 2 02 1

2 0 17

20 20 （ 年度） 再資源化 最終処分

2 01 8

再資源化 最終処分

20 19

再資源化 最終処分

2 02 0

再資源化 最終処分

20 2 1 （ 年度）

再資源化 最終処分

9 4 .2

9 1 .4

1 04 .0

0 .91 .1

99 .110 0 .9

0 .2 0 .3
0 .0

0 .3

0 .3
0 .0

0 .3

2 4 .8

2 4 .1

0 .7 0 .7

2 2 .5

2 1 .7

0 .3

0 .00 .3
0 .8

2 9 .5

2 8 .6

0 .4

0 .0
0 .4

0 .8

26 .9

26 .1

0 .3

0 .00 .3

4 .5

0 .2

4 .3

千葉工場・ 四日市工場合計値

千葉工場 四日市工場

千葉工場・ 四日市工場合計値

千葉工場 四日市工場
再資源化量

千葉工場・ 四日市工場合計値

千葉工場 四日市工場
最終処分量

0 .7

9 3 .5

9 2 .2

1 04 .9
10 0 .11 01 .1

0 .8

＊発生量： 構内中間処理前量

＊本年度の集計にあたり 、過年度の数値を

一部見直し まし た。

＊2 0 18 年度より 自ら 直接再処理し た数値を 再資源化量に含みます。

＊サーマルリ サイ ク ル量については、全事業場で考え方を統一し 、

　 2 0 18 年度より 再資源化量から 除外し まし た。

＊本年度の集計にあたり 、過年度の数値を一部見直し まし た。

　 当社は、製造工程で発生する 廃棄物の削減と 再資源化の推進に努めています。

　 千葉工場では、運転状況によ り 廃棄物の発生量はほぼ横ばいな がら 、再資源化に努め環境負荷低減を 図り 、埋立率

は1 . 0 ％以下を 維持し ています。四日市工場では、定期整備工事の廃棄物を 削減し 、排水槽清掃（ 1 回/2 年）の実施年で

はなかっ たため廃棄物発生量が減り 、最終処分量も 削減する こ と ができ まし た。

埋立率1 . 0 % 以下を維持

（ 6 ）産業廃棄物の削減と リ サイ ク ルの推進

　 2 022 年4 月1 日より「 プラ スチッ ク に係る資源循環の促進等に関する法律（ プラ 新法）」が施行さ れまし た。

　 当社は202 1年度のプラ スチッ ク 使用製品産業廃棄物が318 ト ンで2 50ト ン以上と なるため、「 多量排出事業者」に該当

し 、排出の抑制、再資源化等に関する目標設定、目標達成のための取組の計画的な実施が必要と なっ ています。

　 当社の廃プラ スチッ ク は主に定期整備等の工事から 出る廃棄物が主であり、リ デュ ース（ 削減）は難し いと こ ろ ですが、

今年度から 千葉工場と 四日市工場にはプラ スチッ ク 排出抑制責任者を 選任し ており、今後は分別の徹底などで再資源化

率を高める取り 組みを 検討し ていく と と も に、本社の環境管理監査で両工場の取組を 確認し 、CSRレポート 等で公表し て

いき ます。

　 千葉工場・ 研究所ではPCB※廃棄物を「 PCB廃棄物の適正な処理の推進に関する 特別措置法」に基づき 、特別管理産業

廃棄物と し て適切な管理を実施し ています。

　 高濃度PCB廃棄物（ 変圧器、コ ン デン サー）については2 0 2 1 年度に処理を 完了し まし た。高濃度の安定器等（ 2 0 2 2 年

3月末時点の保有量： 約7 . 4 t）、低濃度PCB含有廃棄物についても 国の定めた方針のも と、掘り 起こ し 調査も 並行し ながら、

着実に処理を進めています。

　 なお、四日市工場では、すべてのPCBの処理がすでに完了し ています。

※PCB（ Po ly Ch lo r in a ted  Bip heny l）： ポリ 塩化ビフ ェ ニル

毒性が強く 発がん性があり 、197 2年に製造・ 使用が禁止さ れています。かつては電気機器の絶縁油、熱交換器の熱媒体、ノ ンカ ーボン紙など様々な用途で利用

さ れていまし た。

再資源化率の向上を 目指す

回収、保管、処理を適切に実施

（ 7 ）プラ スチッ ク に係る 資源循環への取り 組み

（ 8 ）PCB回収・ 保管と 処理計画

年度 20 1 7 2 01 8 20 19 2 02 0 2 0 21

プラ スチッ ク 使用製品
産業廃棄物（ t）

2 71 3 4 0 23 3 3 8 4 31 8

【 プラ スチッ ク 使用製品産業廃棄物の発生量】
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品質情報管理

システム

自動取込・ 転送

検査機器

D atab ase

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

（ 人）

（ 年度）2 0 1 3 2 0 2 12 0 2 02 0 1 92 0 1 82 0 1 72 0 1 62 0 1 52 0 1 4

2 5

1 7 21 7 2

1 3 6

1 1 0

8 5

6 4
5 1

4 2

4級

3級

2級

1級

教育の様子

内容 目的 2 02 1 年度実績

コ ンプラ イ アンス

教育、

品質方針教育

品質不正や品質リ スク へ

の感度を 高める

品質方針を 理解し 、自ら

の役割を 認識する

対象： 全社

開催時期： 下期

（ eラ ーニング）

営業部門向け

品質教育

（ 社内講師）

業務品質の向上を 図り 、

関係部署と の連携強化、

顧客への迅速かつ誠実な

対応を目指す

対象： 営業部門

開催時期： 上期（ 1 回）

工場製品に関する

技術教育

（ 社内講師）

生産工程を 学び製造部門

と 共通認識を持つこと によ

り 品質検査の意義への認

識を 高め、部門間連携を

強化する

対象： 工場品質管理

部署

開催時期： 通期

（ 全1 0回） 

内部監査員教育

（ 外部講師・

 社内講師）

内部監査員のスキルアッ

プ を 図り 、内部監査の改

善・ 活性化、品質マネジ メ

ン ト システムの改善につ

なげる

対象： ISO内部監査員

開催時期： 通期

（ 全9 回）

品質管理手法・

解析手法

（ 外部講師・

 社内講師）

信頼性評価や原因分析な

ど の手法を 習得し 、品質

管理・ 品質保証の現場で

活用する

対象： 品質管理部署

ほか

開催時期： 通期

（ 全1 5回）

QC（ 品質管理）

検定

工程管理およ び小集団活

動にQC手法を 活用し 、品

質管理レ ベルの向上、品

質活動の活発化を 図る

対象： 全社

（ 受験見送り ）

【 2 0 2 1 年度 品質教育実績】

【 データ の一元化フ ロー】

意
識
教
育

資
格
取
得
推
進

知
識
・
ス
キ
ル
教
育

品
質
保
証

　「 品質方針」は、品質保証システムを 構築するこ と 、また

満足と 信頼を 得ら れる 製品と サービ スを 安定的かつ継続

的に提供し ていく こ と 、そし て「 品質」と 名の付く 部門だけ

ではなく 、すべての就業者が自ら の業務の質を高めていく

こ と が企業品質の向上につながる こ と を 示し ています。

社内意識調査において「 品質方針」に加え「 品質方針を遂行

する ために、自身が果たすべき 役割」の理解度を 調査し 、

品質方針が社内に浸透し ているこ と を確認し ています。

　 当社は、下図に示す品質保証システムを構築し て品質マネジメ ント に取り 組んでいます。

　 子会社も 含めた全社の品質保証、品質管理に係る組織を 品質マネジメ ント 組織と 称し て、品質部門間の連携を強化する

と と も に、「 方針管理」、「 日常管理」、「 教育・ 育成」を 三つの柱と し て活動し ています。日常管理における標準書改定時には、

関係部署も 交えた教育を着実に実施し ています。

　 当社工場で 原料を 仕入れて から 製品

製造、出荷に至る過程だけでなく 、製品を

出荷し てから お客様にお届けするまでの

過程（ 輸送、保管、荷役等）も含めたサプライ

チェ ーン全体にわたる品質保証システム

をより 盤石にするため、取引先・ 委託先と

の連携を 強める 取り 組みを 実施し て い

ます。2021年度は、取引先・ 委託先管理の

仕組みの標準化を実施し まし た。

　 製品検査を確実に実施し ているこ と の実証、検査データ

の誤入力・ 改ざん防止のために、検査データ の手入力・ 転記

作業を 削減し 、自動取込・ 自動転送等のデータ イ ン テ グ

リ ティ を確保し た仕組みの構築に取り 組んでいます。こ う

し た検査データ を 一元管理する 仕組みを 構築するこ と で

検査データ の信頼性向上につながり ます。

　 品質マ ネジ メ ン ト への意識向上や、

品質活動の活発化、品質管理レ ベルの

向上を図るため、様々な教育プログラ ム

を 企画・ 実施し て いま す。2 0 2 1 年度も

前年度に引き 続き 、新型コ ロナウイ ルス

感染予防のため、オンラ イ ン教育や動画

配信を取り 入れまし た。品質管理手法の

スキル向上を 目的と し たQC（ 品質管理）

検定取得について は、感染予防のため

受験を見送り まし た。

品質方針の浸透で、企業品質の向上を 図る

「 方針管理」「 日常管理」「 教育・ 育成」の柱で活動

取引先・ 委託先管理の仕組みを 標準化

検査データ の一元管理を推進

幅広い分野の教育と 資格取得を 推進

品質方針の展開

品質保証システムによる品質マネジメ ント

サプラ イ チェ ーン における 品質マネジメ ン ト の構築

データ イ ンテグリ ティ への対応に向けた取り 組み

品質教育の実施

1

2

3

4

5

品質マネジメ ン ト ３ つの柱

方
針
管
理

日
常
管
理

教
育
・
育
成

品質保証委員会＊

PLA
N

D

O
CHEC

K
A

C
T I

O
N

リスク 管理品質監査＊

継続的改善

＊:品質保証部が中心と なり 整備・ 構築し た品質保証システ ム

品質保証部＊
千葉工場

四日市工場
子会社

お 

客 
様

納入仕様書

製品・

サービス提供
（ 品質管理・ 品質保証の重要性、納入仕様書の意義、

 製造プロセスと 検査項目の意義）

● 諸規則・ マニュ アル

　 等の整備
● 製品規格の管理
● 業務委託先管理　 　 　 　 　 　

● 業務連携フ ローの構築＊
● 納入仕様書管理＊

● 品質保証教育

日常管理

方針管理

● 全社品質方針の設定と 管理＊（ 品質目標の周知・ 徹底）

教育・ 育成

＊ ＊

【 品質保証システムによる品質マネジメ ント 体制（ 品質保証および品質管理）】

原料等

本社

＜他社工場＞

＜仕入・ 販売の管理＞

お 

客 

様

原料

添加剤

副資材

・ 製造

・ 検査

・ 荷役

当社品質保証の範囲

＜中継基地、倉庫の管理＞

（ 外部委託先の管理）

・ 保管

・ 荷役

原料等

輸送
（ 海上、陸運）

輸送
（ 海上、陸運）

輸送（ 海上、陸運）

輸送（ 陸運）

連絡、業務のやり 取り 等 原料、半製品、製品の流れ

ISO
組織

＜自社工場＞

・ 製造

・ 検査

・ 荷役

＜製造委託先の管理＞

・ 製造

・ 検査

・ 荷役

ISO
組織

ISO
組織

ISO
組織

【 取引先・ 委託先管理強化の取り 組み】

【 Q C検定合格者（ 累積）】

Quality
Assurance

品質保証CSR活動実績 

Quality Assurance

（ 1 ）顧客の品質要求を 実現し 、満足と 信頼を 得ら れる

製品と サービスを 提供する。

（ 2 ）品質保証システムを構築し 、継続的に改善する。

（ 3 ）品質管理レ ベルの向上を 推進し 、安定し た製品品質

と 生産を 確保する。

当社はCC1 0 に定めら れた行動基準に則り 、顧客に信頼

さ れる 製品を 安定的に供給し 、社会の発展に貢献する

ために、以下の品質方針に基づいて活動する。

品質方針

　 全社にま たがる 品質保証システ ムを 構築し 、取引先・ 委託先と の連携強化も 加えた品質保証システ ムの継続的

改善や工場の生産活動を 中心と し た品質管理の強化に取り 組んでいます。2 0 2 1 年度よ り 、こ れま で環境管理の

中で取り 組んでき た化学品・ 製品安全の分野を 、品質保証の枠組みに取り 込み、新体制のも と で、お客様から の満足

と 信頼を 得る ための活動を 継続し て取り 組んでいます。
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監
査
方
針

取引先・ 委託先管理を 考慮し 、営業部門に対し て定期監査を実施
する。
従来の品質マネジメ ント 組織に対し ては、前年度のフォローアッ プと
SDCAによる日常管理の実施状況の確認を中心に実施する。

監
査
結
果

被監査部署
不適合

指摘

改善の

機会
褒賞

千葉工場 品質管理課 なし 2 件 2件

千葉工場　 ポリ エチレン開発課 なし 5 件 2件

機能化学品部　 品質保証Gr なし 3 件 なし

研究所　 機能性樹脂品質管理課 なし 1 件 ２ 件

営業本部　 基礎化学品一部オレ フ ィ ン Gr なし 3 件 なし

営業本部　 化成品部溶剤Gr なし 2 件 2件

【 2 0 2 1 年度 品質マネジメ ント 監査実績】

＊品質保証委員会は、活動期間が以下のとおり変更されておりますが、2 0 2 1 年

度の実績に合わせて、年度実績に置き換えて再計算しています。

（ 2 0 1 7 年4月～1 2 月、2 0 1 8 年1月～1 2 月、2 0 1 9 年1月～1 2 月、2 0 2 0 年1 月

～2 0 2 1 年3月、2 0 2 1 年4月～2 0 2 2 年3月）

（ 件）

2 0１2
年度

2 0１3
年度

2 0 1 4
年度

2 0１5
年度

2 0 1 6
年度

2 0 1 7
年度

20 1 8
年

2 0 1 9
年

2 0 2 0
年

2 0 2 1
年

0

2

4

6

8

1 0
品
質
保
証

Quality Assurance

品
質
保
証

Quality Assurance

顧客満足の実現に向けて化学品・ 製品安全にも 取り 組みます。

　 当社で は2 0 2 1 年4 月から 化学品・ 製品安全についても 品質保証の枠組みの

中で取り 組みを 始めま し た。国内外の法規制への的確な対応、製品含有化学物

質管理の運用整備、原料、製品な ど の危険性・ 有害性の表示、通知の推進に取り

組んで いま す。こ れから も 製品の品質と 安全を 確保する と と も に、環境・ 保安

防災、労働安全衛生およ び健康における 化学物質によ る 影響と リ スク の低減を

図り 、お客様と 社会の要求事項を 満足する製品を 提供し ます。

品質保証部長

水谷 洋

V O ICE
〜担当部門より 〜

　 品質保証部では、ガバナンス強化およびリ スク マネジメ

ン ト の一環と し て、2018年度よ り 品質マネジメ ン ト 組織

（ 子会社： 丸善油化商事㈱、サン プラ ッ ク 工業㈱を 含む）に

対し 品質マネジメ ント 監査を実施し ています。

　 2 021 年度は、社内6 部署に対し 、前年度監査のフ ォ ロー

アッ プおよびSDCA※による日常管理の実施状況の確認を

重点項目と し て監査を 実施し まし た。また、前年度に引き

続き 、営業部門に対し て取引先・ 委託先管理に関する 監査

を実施し まし た。重大なリ スクや不適合はあり ませんでし た

が、一部課題が確認さ れ、さ ら なる改善を図っ ています。

　 当社では、お客様から の製品品質に関する声に速やかに

対応する ために必要な事項を「 品質ク レ ーム処理規程」に

定め、迅速な 対応や是正措置を 行う こ と で、顧客満足の

向上につなげています。2 0 2 1 年度は、前年度よ り 件数は

減少し まし たが、ヒ ュ ーマン エラ ーが原因のク レ ームが

4件発生し まし た。

　 2 0 2 2 年度は、発生し たク レ ームに対し て 関係部門が

連携し て初期対応を 充実さ せ、事態の早期解決に取り 組ん

でいき ます。

社内6 部署を 対象に実施

ク レ ーム4 件に適切に対応

品質マネジメ ント 組織への監査

ク レ ームへの対応と 実績

6

7

【 過去1 0 年の品質ク レ ーム年度（ 一部暦年）別件数】

安全データ シート（ SD S） GHSラ ベル イ エローカ ード

0

10 0

20 0

30 0

40 0

50 0

60 0

【 化学品調査件数】

2 015 201 6 2 017 20 18 201 9 2 020 202 1（ 年度）

（ 件）

基礎化学品 機能化学品

23 2

12 1

3 5 3

250

135

3 8 5

26 1

15 0

4 1 1

260

166

4 2 6

2 72

2 15

4 8 7

207

206

4 1 3

2 63

2 38

5 0 1

【 調査等の主な内容】

・ 化審法、安衛法等の国内規制に関する事項

・ REACH SVH C
※
認可対象候補物質や制限対象物質に関する 事項

・ 国外法規や各国既存化学物質リ スト への収載有無に関する 事項

・ その他製品含有化学物質に関する 事項

※SVH C（ Sub stances o f  Very H ig h  Conce rn）： 高懸念物質

健康や環境への有害性のある物質で、欧州における化学物質の登録・ 評価・ 認可

および制限に関する規則（ REACH）において定義さ れる輸入や使用について

認可が必要な物質（ 認可対象物質）を定める前段階と し ての認可対象候補物質。

※SDCA（ Stand e rd ize-Do-Cheak-Act）：

標準化、実行、評価、改善のサイ ク ルを 回すこ と で、品質の向上等を 目的し た

改善手法

※1   JIS改正：

国連GHS文書改訂6版に 基づ く JIS Z 7252及び

JIS Z 7253の改正。JIS Z 7252は「 GHSに基づく

化学品の分類方法」、JIS Z 7253は「 GHSに基づく

化学品の危険有害性情報の伝達方法―ラ ベル、作業

場内の表示及び安全データ シート（ SDS）」で、化学

品の分類や危険有害性の周知基準について規定し

ています。

※2   GH S：

化 学 品 の 分 類 お よ び 表 示 に 関 す る 世 界 調 和

シ ス テ ム［ Globa lly Ha rm on ized System o f

Cla ssi f ica tio n a n d La b e l l i n g o f Ch em ica ls

(GH S)］は国際連合に よ っ て 策定さ れた 文書で

あり 、世界の多く の国で利用さ れています。

※3   イ エローカ ード：

化学物質や高圧ガス輸送時の万一の事故に備え、

ローリ ーの運転手や消防・ 警察などの関係者が取る

べき処置を書いた緊急連絡カード 。

　 国内においては、「 化学物質の審査及び製造等に関する 法律（ 化審法）」の少量新規化学物質や低生産量新規化学物質

申請を継続し て行っ ています。また、「 労働安全衛生法（ 安衛法）」の通常申請を適時実施し ています。　

　 海外法規制対応と し て、欧州に 輸出する 製品について は「 化学物質の登録・ 評価・ 認可およ び制限に 関する 規則

（ REACH）」に基づき 、欧州化学品庁への化学物質登録や情報管理と し て化学安全アセスメ ント レ ポート（ CSR）の更新を

行っ ています。欧州以外においては、韓国やベト ナム、ト ルコ 、中国などで、必要に応じ 化学物質の予備登録や登録を 進め

ています。

　 また、化学メ ーカ ーと し て製品ラ イ フ サイ ク ルの各段階において化学物質の法規制に適切に対応するために、関連部署

への教育を実施し 、法規制の理解と コ ンプラ イ アンス意識の向上に努めています。

　 化学品・ 製品の危険有害性情報分類

と 表示（ GHS※2）に関する 分類方法と

情報伝達に関する JIS改正が2 0 1 9 年

5 月に行われたこ と を 受けて、当社の

製品等の安全デ ー タ シ ー ト（ SDS）

およ びGHSラ ベルの改訂を 実施し ま

し た。また、陸上輸送において必要と なる

イ エロ ーカ ード ※3についても 、見直し

を進めています。

　 製品に含有さ れる化学物質の情報を適切に管理するため

「 製品含有化学物質管理基準」を 定め、こ れに基づき 国内外

の法規制や、業界が定めた化学物質管理基準等の確認を

進めています。また、購入する 原材料等に含有さ れる 化学

物質の情報入手に努めると と も に、製品の組成および微量

不純物の含有の有無等の把握に努め、製品に含有さ れる

化学物質の情報の一元的な管理体制の構築に取り 組んで

います。

　 お客様から 依頼さ れる 国内外の化学物質管理や化学物

質の安全な取り 扱いに関する 法規制への該非判定およ び

規制対象物質の含有調査等についても 、こ れら の情報を

用いて回答を作成し 、適切な情報提供を推進し ています。

化審法、安衛法および、海外法規制に的確に対応

JIS改正※1に適切に対応

「 製品含有化学物質管理基準」に基づく

化学物質管理を 推進

化学品・ 製品安全

（ 1 ）国内外の法規制等への的確な対応

（ 3 ）原料、製品などの危険性・ 有害性の表示、通知の推進

（ 2 ）製品含有化学物質管理の運用整備

8
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入社前研修

入社時研修

本採用研修

フォローアップ研修

：  昇進審査・ 試験

入社前研修

導入教育ー1

導入教育ー2

導入教育ー3

体験実習

導入教育

2 年目研修

OJTプログラム ライフプラン セミ ナー
スキルアッ プ・ プログラム（ 選択制）

（ 自己啓発プログラム）

社外派遣・ 留学

プログラム

ステッ プアッ プ・ プログラム

一般社員

意識啓蒙

Eコ ース Aコ ースKコ ースEコ ースKコ ース

技術教育

計装

電気 4 年目研修

昇進審査

ステップアップ研修

機械

環境品質

K L研修1 新任EL研修

K L研修2

新任主任研修

EX認定審査

マネジメ ント・ チャレンジ制度

新任管理職研修

新任ライン 長研修・ 考課者訓練

3 年目研修

入社時研修

本採用研修

フォローアップ研修

課題レポート

発表会（ 2 年目）

ライフプランセミ ナー

（ 5 9 歳対象）

キャリアデザイン研修

（ 5 5 歳対象）

化学工学

各種

シミ ュレ ータ

各種

職長準備教育

9 年目～1 3 年目

入社前研修

・ 通信教育

・ 公開セミ ナー

・ 資格取得

・ 英会話教室

・ eラ ーニング

希望するプログラムを

自由に選択できる

社
外
派
遣
・
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム

個
人
別
Ｏ
Ｊ
Ｔ
　
計
画
・
推
進

基
礎 

〜 

中
堅

中
堅 

〜 

監
督
者
・
主
任

管
理
者

入社時研修

本採用研修

フォローアップ研修

製造

共通

技術 営業

管理研究
開発

3 年目研修

：  必須受講科目 ：  希望受講科目

新入社員研修を 通し て社会人と し ての基礎を学ぶ

　 学生から 社会人になっ て最も 差を 感じ たこ と は、業務に多く の方々と 組織が

関わる ため、チームワーク や関係各所と の連携が非常に重要になる と いう こ と

です。新入社員研修では、そのよ う な学生と 社会人と のギャ ッ プを 埋めてく れる

よ う な 学びが豊富に用意さ れて いま し た。今後は新入社員研修で 得た学びを

も と に、早く 会社に貢献でき るよう になり たいです。期
待
さ
れ
る
社
員
の
人
材
像

●分野を 問わず：

・ 会社に対する 貢献意欲が高く 、課題

達成指向の強い人材

・ 組織依存意識を 持たない、目的意識

の高い自律型人材

・ 専門性に富んだ市場価値のある人材

●攻めの分野では：

創造性と 機動力に富んだ付加価値創

造型人材

●守り の分野では：

確実性と 責任性を持つ熟練型人材 当社の成長と 社員一人ひと り の成長

人事制度の基本コ ン セプ ト

仕事の役割に基づく

職務バンド 制度

わかり やすく 納得感の

ある評価制度

役割と 成果に応じ た

給与制度

透明性  一貫性  納得性

育成プログラ ム 戦略的採用と 多様な雇用形態

【 教育訓練体系図】

V O ICE
〜現場の声〜

経理財務部

経理グループ

前山 直道

【 資格取得状況】

資格名 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2

危険物取扱者（ 甲種） 26 2 27 9 28 3 29 1 2 9 0

危険物取扱者（ 乙種） 1 , 1 7 4 1 , 2 2 4 1 , 2 6 7 1 , 3 0 8 1 , 3 0 4

高圧ガス製造保安責任者（ 甲種） 15 4 16 4 17 1 17 2 1 7 8

高圧ガス製造保安責任者（ 乙種） 39 9 40 9 42 0 44 6 4 7 4

ボイ ラ ー技士（ 特級） 3 6 4 1 4 3 4 3 4 3

ボイ ラ ー技士（ 1 級） 31 2 32 4 34 8 35 8 3 5 8

ボイ ラ ー技士（ 2 級） 64 3 66 2 69 0 71 0 7 2 9

資格名 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2

第一種衛生管理者 29 2 30 1 32 3 32 8 3 3 3

第一種作業環境測定士 4 3 4 2 4 5 4 1 6 0

公害防止管理者（ 水質） 4 5 4 7 4 8 5 2 7 6

公害防止管理者（ 大気） 3 7 3 8 3 9 3 9 5 0

公害防止管理者（ ダイ オキシン） 1 5 1 8 1 8 1 8 1 9

特別管理産業廃棄物管理責任者 1 0 9 9 1 0 1 0

各年と も 6 月1 日現在

　 健全な事業運営と 社員一人ひと り のモチベーショ ンを 醸成するために、「 職務を ベースと し た成果型の人事制度」を 基

本理念と する人事制度の適切な運用に努めています。

人事制度の基本1

Creating Fulf illing
Workplaces

働き がいのある職場づく りCSR活動実績 

　 企業と 社員がと も に成長し ていく ためには、人事制度と と も に人材育成が重要です。

　 当社では、OJT、集合研修、自己啓発、社外派遣など、様々な形で社員の能力開発を 支援するための教育カ リ キュ ラ ムを

実施し ています。

　 また、千葉工場には体験実習設備を設置し ており 、全事業場の若手運転員や技術者を 対象と し た安全教育や技術伝承に

活用さ れています。

　 当社は、安全・ 安定運転の維持・ 継続への取り 組みの一つと し て、社員の資格取得促進に力を 入れています。特に工場の

運営に欠かすこ と のでき ない資格の一つである「 高圧ガス製造保安責任者」については、社内講師による講習会を実施する

など、資格保有率の向上に努めています。

　「 スキルアッ プ・ プ ロ グラ ム」は、社員が自由に講座を 選択し 、多方面のスキルを 身に付けら れる 自己啓発プロ グラ ム

です。職務上の必要性だけでなく 、目指す将来像に向けた準備と し て、通信教育、外部研修、資格取得など2 0 0 種類以上

のメ ニュ ーから 選ぶこ と ができ ます。また、こ れら にかかる費用の一部または全部を会社が負担するこ と で、スキルアッ プ

を 金銭面から も 支えており 、学ぶ意思を 尊重する 環境を 整えています。

（ 1 ）教育カ リ キュ ラ ム

（ 2 ）資格取得の推進

（ 3 ）スキルアッ プ・ プログラ ム

人材育成2

働
き
が
い
の
あ
る
職
場
づ
く
り

Creating  Fulf illing Workplaces

　 当社は個人の個性、価値観の違いと いっ た多様性を 尊重し 、差別やハラ ス メ ン ト のな い職場、明る く 健康的な

労働環境を 目指し 、「 人権」・「 労働衛生」の分野で重点施策を 設定し ていま す。そのほかワーク・ ラ イ フ・ バラ ン ス、

次世代育成などの観点から 雇用や労働条件の整備、人材育成と いっ た「 働き がいのある 職場づく り 」に取り 組んで

います。

（ 名）
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【 年間総労働時間の推移（ 2 0 1 9 年度〜2 0 2 2 年度）】

総労働時間の削減

業務改革の取り 組み

多様な人材が活躍し 、従業員一人ひと り が

自分にあっ た働き 方を 実現するため、各種施策に取り 組んでいます。

【 年間総労働時間の推移（ ２０１９年度～２０２２ 年度）】

1 ,8 5 0

1 ,9 0 0

1 ,9 5 0

2 ,0 0 0

（ 時間）

2022年度

（ 目標）

2021年度

（ 実績）

2020年度

（ 実績）

20１9年度

（ 実績）

０

1 ,9００（ 目標）

1 ,9 3 81 ,9 3 1

1 ,8 9 6

男女と も に全社員が活躍でき 、仕事と 家庭の両立ができ る

雇用環境の整備を 行う た め、次のよ う に行動計画を 策定

する 。

1 ．期 間 2 0 2 2 年4 月1 日～2 0 2 5 年3 月3 1 日までの3 年間

2 ．目 標

①計画期間中の日勤総合職女性採用比率を 3 0 ％

と する。

②超過勤務の削減・ 有給休暇取得率の向上を 図

り 、年間総労働時間1 , 9 0 0 時間を 達成する。

③仕事と 育児・ 介護を 両立するための諸制度を 再

検証し 、すべての社員がその能力を 十分に発揮

でき るよう 、諸制度の充実を 目指す。

【 女性活躍推進・ 次世代育成行動計画　 要旨】

育児等フ レ ッ ク ス勤務制度を利用し て

　 勤務時間帯を 柔軟に設定し ながら 、それに合わせて、所定労働時間を 短縮する

こ と で、保育園のお迎え後の生活に余裕を 持つこ と ができ 、少し ですが子供と 遊

ぶ時間も 確保でき ています。

　 また、子供の体調不良の際は、テレ ワーク やフ レッ ク ス制度を 利用するこ と で、

柔軟に業務を進めるこ と ができ ています。職場の人々の理解と 協力で成り 立っ て

おり 、と て も 感謝し て いま す。子育て と 仕事の両立を 模索し な がら 頑張っ て

いき たいと 思います。

機能性樹脂

品質管理課

森﨑 夏子

V O ICE
〜現場の声〜

【 障がい者雇用率推移】

年 20 1 8 20 19 2 0 20 2 02 1 2 0 2 2

雇用率（ % ） 2 . 1 2 2 . 3 6 2 . 3 3 2 . 4 1 2 . 5 2

各年と も 6 月1日現在

身体の健康づく り
定期健康診断の実施（ 20 2 1年度受診率10 0 ％）

保健指導

心の健康づく り

スト レスチェ ッ ク の実施

外部カ ウンセラ ーによるカ ウンセリ ング

長時間労働者への産業医面談

健康づく り の推進

各事業場での衛生講話の実施

休職者へのサポート

新型コ ロナウイ ルスワク チン職域接種の実施

社内禁煙デーの設定　 等

2 0 19 年度 2 0 20 年度 20 2 1年度

女性社員比率（ ％） 1 2 . 4 1 3 . 3 1 3 . 6

管理職女性比率（ ％） 3 . 0 2 . 8 2 . 8

日勤総合職

女性採用比率（ ％）
2 4 . 4 2 8 . 6 4 3 . 8

再雇用率（ ％） 1 0 0 . 0 6 6 . 7 8 3 . 3

2 0 1 9 年度 2 0 2 0 年度 2 0 2 1 年度

育児休業取得人数（ 人）
男性 3 1 1 1 0

女性 12 1 3 1 6

育児休業から の復職率

（ ％）

男性 10 0 10 0 1 0 0

女性 10 0 10 0 1 0 0

育児短時間勤務制度

利用人数（ 人）

男性 1 1 1

女性 22 2 1 2 1

介護休業取得人数（ 人）
男性 0 1 1

女性 0 0 0

有給休暇消化率（ ％） 84 7 8 9 7

【 取り 組み内容】

【 ダイ バーシティ 指数】

施策によ る 実績 【 ワーク・ ラ イ フ・ バラ ンス指数】

働
き
が
い
の
あ
る
職
場
づ
く
り

Creating  Fulf illing Workplaces

働
き
が
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あ
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Creating  Fulf illing Workplaces

　 2018年度にスタ ート し たコ スモエネルギーグループの

連結中期サステナビ リ ティ 計画（ 5ヶ 年）の方針に沿っ て、

年間総労働時間の削減に向けて年度毎に具体的な目標値

を 設定するこ と で超過勤務時間の削減と 有給休暇取得の

促進を 図っ ており 、生産性向上へ向けた取り 組みを 進めて

います。

　 業務フ ロ ーを 見直し 、重複作業の改善や確認体制の適正化を 図る と と も に、会議はも ち ろ ん申請作業、決裁手続き に

おけるペーパーレス化や、RPA（ ロボティ ッ ク・ プロセス・ オート メ ーショ ン）による作業の自動化を計画的に進めています。

既存事業を 効率化し 、要員を よ り 付加価値の高い業務にシフ ト する こ と で、従業員ひいては事業全体の活性化を 図り

ます。なお、業務改革の進捗状況については定期的にCSR委員会において報告さ れます。

（ 1 ）業務改革の推進

ワーク・ ラ イ フ・ バラ ンス、ダイ バーシティ の推進3

　 生産性の向上につながる働き 方改革の推進を 重要な課題の一つと 位置づけ、業務の見直し や長時間労働対策に加えて、

コ アタ イムのないフ レッ ク スタ イム制度やテレワーク 勤務制度など、柔軟な働き方ができる制度や環境を整備し ています。

　 また202 1年度から 、年休取得を さ ら に促進するために、各部門において「 年次有給休暇の取得率1 00% 」を 目標と し て

設定し 、年休取得率の向上に取り 組んでいます。

　 男女と もに全社員が活躍でき、仕事と 家庭の両立ができる

雇用環境を 整備する ため、女性活躍推進・ 次世代育成行動

計画を策定し ています。

　 2022年4月から の行動計画では、女性の日勤総合職社員

の採用比率の増加、年間総労働時間の削減、仕事と 育児・

介護を 両立する ための諸制度の再検証等に取り 組むこ と

にし ています。

　 本社・ 千葉地区・ 四日市地区それぞれの事業場で、障がい

を 持つ方がその能力と 適性を 活かし ながら 健常者と と も

に業務に精励し ています。2022年6月1日現在、当社の障がい

者雇用率は法定雇用率を上まわる2 . 5 2％です。

　 健康で就労意欲のある方には、60歳の定年後も 引き続き再雇用と いう 形で、経験と 知識を活かし ていただけるよう 制度を

構築し ています。2022年5月1日現在、再雇用者数は66人です。

　 職場における ハラ ス メ ン ト の防止の観点から 、全社的なeラ ーニ ン グ等の研修や社内広報を 通じ た 周知・ 啓発、

万一ハラ ス メ ン ト が発生し た場合に備え た対応手順の整備や管理者研修等、必要な 施策を 継続的に実施し て、職場

における ハラ ス メ ン ト 防止につなげています。

　 従業員が健康に働き 続ける こ と ができ る よ う に、心身

の不調の早期発見予防に努めています。産業医・ 健康管理

室スタ ッ フ によ る 日常的な健康指導のほか、様々な取り

組みを 衛生管理部門・ 所属部署・ 健康管理室が一体と なっ

て行っ ています。

（ 2 ）働き 方改革への対応

（ 3 ）女性活躍推進・ 次世代育成の取り 組み

（ 4 ）障がい者雇用状況

（ 5 ）再雇用制度

（ 6 ）ハラ スメ ン ト 教育

（ 7 ）健康管理への取り 組み

働き がいのある職場づく り を 推進し ます。

　 2 0 2 1 年度は、総労働時間の削減を 目指し て 年休の取得促進の取り 組みを

行い、目標と し ていた総労働時間を 達成するこ と ができ まし た。今後も 引き 続き 、

業務効率化によ る 生産性の向上や年休取得の推進によ る 総労働時間の削減を

進めるこ と で、ワーク・ ラ イ フ・ バラ ンスを 改善し 、全従業員にと っ て働き やすく 、

充実感を 得ら れる よう な職場づく り を 推進し ていき ます。

執行役員 人事部長

佐藤 博文

V O ICE
〜担当部門より 〜
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シート ベルト キャ ンペーン

四日市 霞地区

　 玉前町会長の原村敦彦です。

　 三木会（ 特工六区町会）へのご支援を 頂き 、町会を 代表

し て御礼申し 上げま す。玉前町は五井地区コ ン ビ ナート

に隣接し た 地域にあり 、コ ン ビ ナート 会社1 0 社と 近隣

町会（ 特工六町会）と と も に「 三木会」を 結成し 、長年共に

様々な地域を 盛り 上げる活動を し てまいり まし た。2 0 2 0

年2 月から 新型コ ロ ナウイ ルス感染症が拡大し 、2 0 2 2 年

9 月現在でも 収束の見込みが立ちま せん。毎年行う「 五井

臨海祭り 」は自粛と な り 、こ こ 数年は中止さ れて 皆様と

交流ができ ず大変残念でなり ません。

　 私が数年前、玉前町会役員と し て丸善石油化学様・ コ スモ

石油様への工場見学に 参加致し ま し た 際、工場内安全

管理や工場内施設設備に関する 説明を 受けた上に、懇談

の場を 設けて 頂く な ど 、企業の方々の責任感と 地元に

対する接し 方、思いやり を 感じ まし た。

　 先日、三木会会員企業の方々から 千葉工場の新型コ ロナ

ウイ ルス感染防止対策の報告を 受けまし た。「 工場内での

社員に対し ての感染防止対策と 社員以外の協力会社や資材

搬入業者に対し ても 入場記載確認、体温確認・ 消毒を 行い

体調不良者は入場さ せない」と の報告を 受けまし て、感染

防止対策、管理が行き 届いている事に安心を 抱き まし た。

　 新型コ ロナウイ ルスが一日も 早く 終息するこ と を願っ て

います。

　 三木会会員企業と 地元住民で構成さ れる 京葉臨海工業

市原地域に於いて 、企業の皆様の益々の発展と 地元住民

の新たな雇用増加や福祉が充実する 事を 願う と と も に、

三木会会員や地域住民と の絆がさ ら に深ま る ためにも 、

今後と も ご支援を 賜り ますよう お願い申し 上げます。

地元と の関わり

Co lum n

三木会会長　 玉前町会長

原村 敦彦様

Dialogue
with Society

社会と の対話CSR活動実績 

　 ステークホルダーの皆様とのコミュニケーショ ンを通じて、当社の活動に対する理解を図るとともに、皆様からの評価、期待

またはご意見などを吸収し ながら、継続的な改善を図っていきたいと 考えています。

主なステーク ホルダー 当社の社会に対する責任 主な対話の方法・ 機会

お客様

• 安定的で、 品質の保証さ れた製品の供給
• お客様の要請にそっ た製品の開発、 提供
• 適切で迅速な対応・ サポート 、 情報提供
• お客様情報の適正な管理

• 営業活動における販売活動、 お問い合わせ対応
• W eb サイ ト 等による情報発信
• 危険性・ 有害性の適正表示と 通知
• 配管ユーザーへの安定供給のための稼働、 在庫管理

お取引先様
• 公平・ 公正な取引
• 人権や紛争鉱物等に配慮し た調達

• 供給者調査・ 評価
• 原料、 副資材、 機器、 部品等の調達活動
• 船舶、 ローリ ー等の安全確保のための連携
• 試験機器の導入、 校正

協力会社様
• 適切な工事計画の策定と 情報提供
• 安全な作業環境の整備

• 工事の発注
• 定期整備、 日常保全工事
• 入構教育

株主様・ 投資家様
• 適時・ 適切な情報開示
• 企業価値の最大化

• 定時株主総会
• 決算説明等の実施

従業員

• 人権の尊重
• 多様な働き方を含めた多様性の促進
• 人財の育成・ 活用
• 安全衛生・ 健康経営の推進
• 労使の相互理解促進

• 従業員意識調査
• 人事評価制度、 目標管理面談
• 女性活躍、 採用の強化など
• 労使協議会
• 社内報やイ ント ラ ネッ ト での情報発信・ 共有
• 経営者と 従業員のコ ミ ュ ニケーショ ン
• 安全功労者、 事故未然防止、 提案等の功績表彰制度
• 健康管理、 社内レク リ エーショ ン等

地域社会
• 地域社会への貢献活動
• 地域環境の保全
• 事業所地域での支援活動

• 地域の皆様を対象と し た工場見学会
• 飛燕杯（ ソ フ ト テニス、 野球大会の主催）
• 環境ボラ ンティ ア活動、 清掃活動
• 五井臨海祭り 、里山保全活動、地域イ ベント の主催、協力
• 災害援助寄付等、 その他寄付活動
• 地域自治体と の交流・ 意見交換

行政機関 • 適正な情報開示 • 各種届出、 報告

業界団体 • レスポンシブルケア • 経済団体・ 業界団体と の対話、 連携

教育機関 • 研究開発の促進 • 大学と の連携・ 情報収集

すべてのステーク ホルダー

• 環境負荷の低減
• 法令遵守、 コ ンプラ イ アンス
• 装置の安全運転
• タ イ ムリ ーで、 誠実な情報開示

• Ｇ Ｉ 基金事業の検討、 連携
• Ｈ Ｐ 等による情報発信

　 千葉地区では、長引く 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響から 、

「 特工六町会情報交換会」は中止と な り ま し たが、可能な 限り、

行政機関と の意見交換や近隣町会と の対話を 続け、信頼関係を

継続し て き ま し た。ま た 市原市ボラ ン テ ィ ア サポート（ 産業

道路の清掃活動）への参加、シート ベルト キャンペーン（ 交通安全

立哨）、飛燕杯（ 小中学生の野球、ソ フ ト テニス大会）や小学生の

工場見学会に代え た記念品の贈呈な ど、でき る 限り の方法で、

社会と のつながり を大切にし ています。

　 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響で、四日市地区RC地域対話

が中止と なり まし た。また、前年度に引き 続き、例年実施し てきた

ボラ ン テ ィ ア活動（ 清掃活動）や里山保全活動も 中止と なり ま

し た。し かし ながら 、霞コ ンビナート 14 社、近隣住民およ び行政

機関が参画する 霞ヶ 浦地域公災害防止協議会については、紙面

開催等により コ ミ ュ ニケーショ ンを 継続し 、可能な範囲で社会

と のつながり を維持し まし た。

　 千葉工場では、地球温暖化の一環と し て市原市の緑のカ ーテン

事業に賛同し ています。2 022 年4月には、コ ロナ禍で中断し てい

た、企業などから 市原市内の小中学校や公共施設等へ配布さ れる

苗や肥料等を寄付する活動が再開さ れ、プラ ンタ ー100個を市原

市へ贈呈し まし た。また、事業場内に毎年ゴーヤを植樹し 、グリ ーン

カ ーテ ン を 設置し て いま す。涼し げな 見た目と と も に、建屋の

遮熱対策にも 効果を発揮し ています。

ステーク ホルダーの皆様と の対話

千葉工場の取り 組み

四日市工場の取り 組み

ゴーヤの栽培

1

2

3

社
会
と
の
対
話

Dialogue with Society

　 企業使命のも と 、豊かな社会づく り への思いから「 良き 企業市民」の姿勢を よ り 明確にし 、事業活動を 行っ ている

地域への感謝と 敬意の気持ち で、地域の発展に貢献し う る 様々な活動に取り 組んでいます。また日本化学工業協会

レ スポン シブル・ ケア「 社会と の対話」コ ード に基づき 活動を 推進し ています。

　 企業使命の実現のため、ステーク ホルダーの皆様と の対話に積極的に取り 組みます。
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第 三 者 保 証

当社はCSRレポート の信頼性を向上さ せるため、

第三者機関であるデロイト ト ーマツ サステナビリ ティ（ 株）による保証を受けています。

その結果と し て、下記のと おり「 独立し た第三者保証報告書」を受領いたし まし た。
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